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< (57) ADStract: A contactless power supply system (1): comprises a power supply coil (20) installed on the ground, an inner balloon
(30a) having the power supply coil mounted thereon and capable of expanding and contracting t o adjust the vertical position of the
power supply coil, and an outer balloon (30b) which i s provided so as to cover both the power supply coil and the inner balloon and
expands t o occupy the space between the power supply coil and a power receiving coil (50); and contactlessly supplies power from
the power supply coil to the power receiving coil. Thereby, i t i s possible to provide a contactless power supply system enabling a
long-distance transmission of power without increasing the price of the system and enlarging the system.

(57) 要 約 ：非 接触 給 電 シス テ ム （1 ) は 、 地 上 に配 置 され た給 電 コイ ル （2 0 ) と、給 電 コイ ル が 搭 載 さ
れ 、膨 張 又 は収 縮 す る こ と に よ って給 電 コイ ル の 上 下 方 向 の 位 置 を調 整 可 能 な 内側 バ ル ー ン （3 0 a )
と、給 電 コィル 及 び 内側 バ ル ー ンの 双 方 を覆 うよ うに設 け られ 、膨 張 す る ことに よ って給 電 コィ ル と受 電
コイル （5 0 ) との 間の 空 間 を 占拠 す る外 側 バ ル ー ン （3 0 b ) と を備 え、給 電 コイル か ら受電 コイル に
非 接触 で電 力の供 給 を行 う。 これ に よ り、 シス テム の 高 額 化 及 び大 型 化 を招 くことな く電 力の 長 距 離 伝 送
を実現 す る ことが可能 な非 接触 給 電 シス テム を提 供 す る ことが で き る。
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明 細 書

発 明の名称 ：非接触給 電 シ ス テ ム

技術分野

[0001 ] 本発 明 は、非接触 給 電 システ ム に関 す る。

本願 は、 2 0 1 3 年 5 月 1 0 日に 日本 に出願 された特願 2 0 1 3 - 1 0 0

7 3 9 号、 2 0 1 3 年 5 月 1 3 日に 日本 に出願 された特願 2 0 1 3 — 1 0 1

6 9 9 号、 2 0 1 3 年 5 月 1 6 日に 日本 に出願 された特願 2 0 1 3 — 1 0 4

3 9 0 号、 及び 2 0 1 3 年 7 月 9 日に 日本 に出願 された特願 2 0 1 3 - 1 4

3 6 7 4 号、 に基 づ き優 先権 を主張 し、 それ らの 内容 を ここに援 用 す る。

背景技術

[0002] 近年、 給 電側 と受 電側 とを配線 （ケー ブル ） で接 続 す る ことな く、 給 電側

か ら受 電側 へ の給 電 を非接触 で行 うことが可能 な非接触 給 電 システ ムが様 々

な用途 で用 い られて い る。

例 えば、非接触 給 電 システ ム は、 電気 自動 車 （E V ) やハ イ ブ リッ ド自動 車

( H V ) 等 の車両 に搭載 されたバ ッテ リや、 家庭 用 電化製 品等 の民 生用機 器

に設 け られたバ ッテ リを充 電す るため の電力 を供給 す る用途 に用 い られて い

る （例 えば特 許 文献 1 参 照 ）。

[0003] この よ うな非接触 給 電 システ ム において、 電力 を非接触 で効率 的 に伝 送 す

るには、 給 電側 に設 け られ る給 電 コイル （一次側 コイル ） と、 受 電側 に設 け

られ る受 電 コイル （二次側 コイル ） との相 対 的な位置 関係 を適切 にす る必要

があ る。例 えば、 上記 の電気 自動 車 やハ イ ブ リッ ド自動 車等 の車両 に設 け ら

れたバ ッテ リを充 電す る場合 には、 車両 の停 車位置 に応 じて、 車両 に設 け ら

れた受 電 コイル と給 電 コイル との相 対 的な位置 を適切 にす る必要 があ る。

[0004] 特 許 文献 2 には、 給 電 コイル と受 電 コイル との間 に、 上 下動 可能 な収容部

に収容 された 中継 デバ ィス を配置 し、 給 電 コイル と受 電 コイル との相 対位置

に応 じて 中継 デバ イス を移動 させ る ことで、 給 電 コイル と受 電 コイル との相

対 的な位置 ずれ に起 因す る、 電力 の伝 送効率 の低 下 を防止 す る非接触 給 電 シ



ステムが開示されている。また、特許文献 2 には、電力伝送の際の送電経路

付近における異物を排除する異物排除動作部を設け、給電対象とは異なる異

物に起因した電力伝送の際の悪影響を回避する技術も開示されている。

[0005] また、特許文献 3 には、給電装置からの受電を行う場合の車両の位置の修正

に関して適切な支援を行うことができる受電支援装置が開示されている。上

記受電支援装置は、車両の現在位置における受電部の受電効率を特定する受

電効率特定部と、受電効率特定部が特定した受電効率が閾値未満の場合にお

いて、車両の車高を調整することにより受電効率が閾値以上になるか否かを

判定し、受電効率が閾値以上になると判定した場合は車両の車高を調整する

支援を行う支援部とを備える。

[0006] また、特許文献4 には、車高調整機能を備えた電動車両に対して非接触給電

を行う時、車高調整機能を利用して給電側から電力を効率良く受電側に供給

できる車両用共鳴型非接触給電システ厶が開示されている。上記車両用共鳴

型非接触給電システムは、高周波電源及び 1次側共鳴コイルを備えた給電側

設備と、 1次側共鳴コイルからの電力を受電する2 次側共鳴コイルを備えた

受電設備及び車高調整装置を搭載した電動車両とを備える。

受電設備は、 2 次側共鳴コイルが受電した電力を整流する整流器と、整流器

により整流された電力が供給される2 次電池と、 2 次電池の充電時に、車高

調整装置を使用して 1次側共鳴コイル及び 2 次側共鳴コイルを含む共鳴系の

インピ一ダンス調整を行う制御装置とを備える。

[0007] また、特許文献 5 には、外部の送電ユニットからの電力を受電ユニットによ

り非接触で受電して蓄電可能な車両に設けられ、運転者が簡便に充電を行な

うことが可能となり、充電を行なうことに対する煩雑感を減らせる駐車支援

装置が開示されている。上記駐車支援装置は、受電ュニッ卜の受電状況に基

づいて送電ュニッ卜と受電ュニッ卜との位置合わせするように車両を制御す

る車両制御部と、車両の車高の変化を検知するためのハイ卜センサとを備え

、車両制御部は、ハイトセンサの出力に応じて予め定められた、受電状況と

送電ュニッ卜及び受電ュニッ卜間の距離との関係を用いて、ハイ卜センサの



出力及び受電状況 に基づいて位置合わせ を行な う。

[0008] また、特許文献 6 には、送電ユニ ッ トと受電ユニ ッ トとの間の空間を袋体で

埋め、上記空間への異物の侵入を防止する技術が開示 されている。 さ らに、

特許文献 7 には、送電コイル と受電コイル との間に侵入 した異物 を検知 し、

排除する技術が開示 されている。

先行技術文献

特許文献

[0009] 特許文献 1 ：日本国特開 2 0 1 0 - 8 7 3 5 3 号公報

特許文献2 : 日本国特開 2 0 1 3 - 2 1 8 8 6 号公報

特許文献3 : 日本国特開 2 0 1 0 — 2 3 3 3 9 4 号公報

特許文献4 : 日本国特開 2 0 1 2 — 3 4 4 6 8 号公報

特許文献5 ：日本国特許第 4 8 6 8 0 9 3 号公報

特許文献6 ：日本国特開 2 0 1 2 — 1 9 6 0 1 5 号公報

特許文献7 ：日本国特開 2 0 1 3 - 5 9 2 3 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[001 0] ところで、従来の非接触給電シ ス テ ム において、電力の長距離伝送 （例 え

ば、数十センチメー トル〜数 メー トル程度）を実現するためには、共振器 を

なすコイル及び コンデ ンザの定数 を工夫 して共振器の Q値 を大 きくする必要

がある。 また、一般的に、電力を非接触で伝送可能な距離 はコイル径の半分

程度であるため、長距離伝送 を実現するためには大 きなコイル を用いる必要

がある。

[001 1] しか しなが ら、 Q値が大 きな共振器 を実現 しょうとすると、大 きなインダ

クタンスを有するコイル と大容量のコンデ ンサ とが必要 になるため、非接触

給電システムが高額 になる。 また、上述の通 り、長距離伝送 を実現するには

大 きなコイルが必要 になるため、共振器が大型化する。上述 した特許文献 2

に開示 された技術 を用いれば、給電側か ら受電側 に供給 される電力が中継デ



バイスで中継される。そのため、さほど大きなコイルを用いなくとも、ある

程度の長距離伝送が実現可能であると考えられる。 しか しながら、受電コィ

ルに加えて中継デバイスが必要になるため、非接触給電システ厶が高額にな

る。また、給電コイルと受電コイルとの位置を考慮 して中継デバイスを移動

させる必要があるため、中継デバイスの移動には複雑な制御が必要になる。

[001 2] また、上記中継デバイスを用いた給電では、効率良 く非接触給電するための

中継デバイスの適切な位置が存在するが、車両の車高によっては、中継コィ

ルと受電コイルとの距離が変わるので、中継デバィスが地中に埋設され固定

されていると、給電装置から受電装置に効率良 く非接触給電することができ

ない。

[001 3] また、上記特許文献 3 及び 4 に記載される装置は、車高調整機構を備える必

要があるので、車両が高価になると共に構成が複雑になるという問題がある

。また、文献 5 に記載される装置は、ハイ トセンサを車両の底面に設けてい

るが、はねた泥や石等の異物によってハイ 卜センサが汚損あるいは破損する

可能性がある。

[0014] また、非接触給電システムにおいては、電力の電送距離が長距離となるとィ

ンピ一ダンスが高 くなり、送電側の電源電圧を高 くする必要がある。 しか し

ながら、電源等に使用される部品の耐圧 レベルは有限であることから、部品

の耐圧 レベルに制限され、送電側の電源電圧を十分に高 くすることが困難と

なる。このため、電力の電送距離が長い場合には、短期間に多 くの電力を送

電することが難 しい。

[001 5] 本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、高額化及び大型化を招

くことなく電力の長距離伝送を実現することが可能な非接触給電システムの

提供を目的とする。

また、本発明は、従来よりも効率良 く非接触給電することが可能な非接触

給電システムの提供を目的とする。

[001 6] また、本発明は、給電コイルと受電コイルとを、電力の伝送効率の高い適切

な距離に対向配置させることにより、車高調整機構を設けないことで車両の



低価化及び構成の簡潔化を可能とし、ハイ 卜センサを設けないことではねた

泥や石等の異物によってハイ トセンサが汚損あるいは破損する可能性をな く

すことを目的とする。

[001 7 ] また、本発明は、非接触給電システムにおいて、システムのインピーダンス

を適切に調整することにより、給電コイルと受電コイルとの距離が長いとき

であっても、多 くの電力を送電可能とすることを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 8 ] 上記課題を解決するために、本発明の非接触給電システム に係る第一の態

様は、地上に配置された給電コイルを備え、前記給電コイルから前記給電コ

ィルの上方に配置される受電コィに非接触で電力の供給を行う非接触給電シ

ステ厶において、前記給電コイルが搭載され、膨張又は収縮することによつ

て前記給電コイルの上下方向の位置を調整可能な第 1 袋体と、前記給電コィ

ル及び前記第 1 袋体の双方を覆 うように設けられ、膨張することによって前

記給電コイルと前記受電コィルとの間の空間を占拠する第 2 袋体とを備える

また、本発明の非接触給電システム に係る第二の態様は、第一の態様にお

いて、前記第 1 袋体に対するガスの給気、前記第 2 袋体に対するガスの給気

、前記第 1 袋体からのガスの排気、及び前記第 2 袋体からのガスの排気を個

別に行うことが可能な給排気装置を備える。

また、本発明の非接触給電システムに係る第三の態様は、第二の態様にお

いて、前記給排気装置が、前記第 1 袋体に給気するガスの量及び前記第 1 袋

体から排気するガスの量を微調整することにより、前記給電コイルの上下方

向の位置を微調整する。

また、本発明の非接触給電システム に係る第四の態様は、第二または第三

の態様において、前記給排気装置が、前記第 1 袋体を膨張させる場合には、

前記第 2 袋体に対するガスの給気の開始以後に前記第 1 袋体に対するガスの

給気を開始 し、前記第 1 袋体を収縮させる場合には、前記第 1 袋体からのガ

スの排気の開始以後に前記第 2 袋体からのガスの排気を開始する。



また、本発明の非接触給電システムに係る第五の態様は、第一ないし第四

のいずれかの態様において、前記第 1袋体の周囲に当接 し、膨張又は収縮す

ることによつて前記給電コィルの水平面内の位置を調整可能な補助袋体を備

える。

また、本発明の非接触給電システムに係る第六の態様は、第五の態様にお

いて、前記第 1袋体が収縮 している場合には前記補助袋体を地中に収容 し、

前記第 1袋体が膨張する場合には地中に収容 している前記補助袋体を地上に

出現させる収容機構を備える。

[001 9] また、本発明の非接触給電システムに係る第七の態様は、給電コイルを有

する給電装置と、受電コイルを有する受電装置と、前記給電コイルと前記受

電コイルとの間に位置する中継コイルとを具備 し、前記中継コイルを介 して

前記給電コイルから前記受電コイルに非接触給電を行う非接触給電システム

において、前記中継コイルを支持 し、膨張あるいは収縮することによって前

記中継コイルを前記給電コイルと前記受電コイルとの間で移動させる第 1袋

体と、前記第 1袋体にガスを供給するガス供給手段とを備える。

[0020] 本発明の非接触給電システムに係る第八の態様は、第七の態様において、前

記給電コイルと前記受電コイルとの間で膨張あるいは収縮する第 2 袋体を具

備 し、前記ガス供給手段は、前記第 2 袋体にガスを供給する。

[0021 ] 本発明の非接触給電システムに係る第九の態様は、第七または第八の態様に

おいて、膨張あるいは収縮することによつて前記中継コィルを前記給電コィ

ルと前記受電コイルとを結ぶ方向と直交する方向に移動させる第 3 袋体を具

備 し、前記ガス供給手段は、前記第 3 袋体にガスを供給する。

[0022] 本発明の非接触給電システムに係る第十の態様は、第七ないし第九のいずれ

かの態様において、前記第 1袋体の内部は、前記給電コイルと前記受電コィ

ルとを結ぶ方向から見て分割されており、前記ガス供給手段は、前記第 1袋

体の各分割領域に対 して個別にガスを供給する。

[0023] 本発明の非接触給電システムに係る第十一の態様は、給電コイルを有する給

電装置と、受電コイルを有する受電装置とを具備 し、前記給電コイルから前



記受電コイルに非接触給電を行う非接触給電システムにおいて、前記給電コ

ィルを支持し、膨張することによつて前記給電コィルを前記受電コィルに向

けて移動させる第 1袋体と、前記給電コイルに支持され、前記受電装置に当

接して前記給電コイルと前記受電コイルとを距離を空けて対向配置させるス

ぺーサと、前記第 1袋体にガスを供給するガス供給手段とを備える。

[0024] 本発明の非接触給電システムに係る第十二の態様は、第十一の態様において

、前記スぺーザが、前記受電装置の受電コイルに当接する。

[0025] 本発明の非接触給電システムに係る第十三の態様は、第十一または十二の態

様において、前記受電装置が車両で、その底面に前記受電コイルが設けられ

、前記スぺーザが、平らな上面を有する。

[0026] 本発明の非接触給電システムに係る第十四の態様は、第十三の態様において

、前記車両が停車し得る場所の地上側に設けられた凹部内に、前記給電コィ

ル及び前記第 1袋体が設けられている。

[0027] 本発明の非接触給電システムに係る第十五の態様は、第十四の態様において

、前記凹部内に設けられ、前記給電コイルの移動を規制する移動規制部をさ

らに備える。

[0028] 本発明の非接触給電システムに係る第十六の態様は、第十一ないし第十五の

いずれかの態様において、前記スぺ一サは、前記給電コイルに対して着脱可

能である。

[0029] 本発明の非接触給電システムに係る第十七の態様は、地上に配置された給電

コイルと、移動体に搭載されると共に前記給電コイルから非接触で電力が供

給される受電コイルとを備える非接触給電システ厶において、前記地面側あ

るいは移動体側に設けられると共に給電時に前記給電コィルと前記受電コィ

ルとの間で膨張される第 2 袋体と、膨張された前記第 2 袋体の内部にて、前

記給電コイルと前記受電コイルとの間に形成される磁路の途中に配置される

磁性体とを備える。

[0030] 本発明の非接触給電システムに係る第十八の態様は、第十七の態様において

、前記磁性体が粉体からなり、前記第 2 袋体が膨張されたときに前記磁路の



途中に配置されると共に前記磁性体を収容可能な磁性体収容部と、この磁性

体収容部に前記磁性体を供給する磁性体供給装置とを備える。

[0031 ] 本発明の非接触給電システムに係る第十九の態様は、第十八の態様において

、前記磁性体収容部に収容された磁性体を前記磁性体供給装置に回収する回

収手段を備える。

[0032] 本発明の非接触給電システムに係る第二十の態様は、第十八の態様において

、前記磁性体収容部が、前記第 2 袋体とともに膨張及び収縮される、磁性体

収容用袋体からなる。

発明の効果

[0033] 本発明によれば、第 2 袋体を膨張させることにより給電コイルと受電コィ

ルとの間の空間を占拠するとともに、第 1袋体を膨張させることにより給電

コイルを受電コイルに近接させている。そのため、非接触給電システムの高

額化及び大型化を招くことなく電力の長距離伝送を実現することが可能であ

る。

[0034] また、本発明によれば、ガスを供給することにより第 1袋体を膨張あるい

は収縮させて、中継コイルを給電コイルと受電コイルとの間で移動させるこ

とによって、従来よりも効率良く非接触給電することが可能になる。

[0035] また、本発明によれば、ガスを供給 して第 1袋体を膨張させることで、スぺ

—サを介 して給電コイルと受電コイルとを、両者間における電力の伝送効率

(以下、 「伝送効率」と略称する場合がある）が高くなるような距離を空け

て対向配置させることができる。また、本発明によれば、車高調整機構を設

けないことで車両の低価化及び構成の簡潔化が可能である。また、ハイ トセ

ンサを設けないため、はねた泥や石等の異物によってハイ 卜センサが汚損あ

るいは破損することもない。

[0036] また、本発明の非接触給電システムは、給電コイルと受電コイルとの間に形

成される磁路の途中に配置される磁性体を備える。この磁性体は、磁路の途

中に設置されることによって磁化され、空気よりも透磁率の低い領域を生み

出す。この領域によって、給電コイルと受電コイルとの間の磁気抵抗が低下



する。 したが って、本発明によれば、非接触給電システムのインピーダンス

を適切 に調整することによ り、給電コイル と受電コイル との距離が長いとき

であ っても、多 くの電力を送電可能 とすることが可能 となる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] 本発明の第 1 実施形態 による非接触給電システムの要部の構成 を示すプ

口ック図である。

[ 図2 ] 本発明の第 1 実施形態 による非接触給電システムの動作の一例 を示すフ

口一チヤ一 卜である。

[ 図3A] 本発明の第 1 実施形態 による非接触給電システムの動作の一例 を説明

するための側断面図である。

[ 図3B] 本発明の第 1 実施形態 による非接触給電システムの動作の一例 を説明

するための側断面図である。

[ 図3C] 本発明の第 1 実施形態 による非接触給電システムの動作の一例 を説明

するための側断面図である。

[ 図4 ] 本発明の第 2 実施形態 による非接触給電システムの要部の構成 を示す側

断面図である。

[ 図 5A] 本発明の第 2 実施形態 における補助バル一ン及び収容機構 を示す図で

ある。

[ 図 5B] 本発明の第 2 実施形態 における補助バル一ン及び収容機構 を示す図で

ある。

[ 図 5C] 本発明の第 2 実施形態 における補助バル一ン及び収容機構 を示す図で

ある。

[ 図6 ] 本発明の第 3 実施形態 に係 る非接触給電システムの要部の構成 を示すプ

口ック図である。

[ 図7A] 本発明の第 3 実施形態 における第 1 袋体及び第 2 袋体が膨張 した状態

を示す正面図である。

[ 図7B] 本発明の第 3 実施形態 における第 1 袋体及び第 2 袋体が膨張 した状態

を示す平面図である。



[ 図8A] 本発明の第 4 実施形態 における第 1 袋体、第 2 袋体及び第 3 袋体が膨

張 した状態 を示す正面図である。

[ 図8B] 本発明の第 4 実施形態 における第 1 袋体、第 2 袋体及び第 3 袋体が膨

張 した状態 を示す平面図である。

[ 図 9A] 本発明の第 5 実施形態 における第 1 袋体及び第 2 袋体が膨張 した状態

を示す正面図である。

[ 図 9B] 本発明の第 5 実施形態 における第 1 袋体及び第 2 袋体が膨張 した状態

を示す平面図である。

[ 図 10 ] 本発明の第 6 実施形態 に係 る非接触給電シ ス テ ム の機能構成 を示すプ

口 ック図である。

[ 図 11A] 本発明の第 6 実施形態 における第 1 袋体及びスぺ一ザの側面図である

[ 図 11B] 本発明の第 6 実施形態 におけるスぺ一ザの平面図である。

[ 図 12 ] 本発明の第 6 実施形態 における第 1 袋体が膨張 した状態 を示す側面図

である。

[ 図 13A] 本発明の第 7 施形態 に係 る非接触給電シ ス テ ム における第 1 袋体、 ス

ぺー サ 及び移動規制部の側面図である。

[ 図 13B] 本発明の第 7 実施形態 に係 る非接触給電シ ス テ ム における第 1 袋体が

膨張 した状態 を示す側面図である。

[ 図 14] 本発明の第 8 実施形態 による非接触給電シ ス テ ム の要部の構成 を示す

プロック図である。

[ 図 15A] 本発明の第 8 実施形態 による非接触給電システムが備 える磁性体ュ二

ッ 卜を含む拡大模式図を示す斜視図である。

[ 図 15B] 本発明の第 8 実施形態 による非接触給電システムが備 える磁性体ュニ

ッ 卜を含む拡大模式図を示す側面図である。

[ 図 16 ] 本発明の第 8 実施形態 による非接触給電システムの給電コイル と受電

コイル との間に形成 される磁路 を説明するための模式図である。

[ 図 17A] 本実施形態の第 9 実施形態 による非接触給電システムが備 える磁性体



ュニ ッ 卜を含む拡大模式図である。

[ 図17B] 本実施形態の第 9 実施形態による非接触給電システムの給電コイル と

受電コイル との間に形成 される磁路 を説明するための模式図である。

発明を実施するための形態

[0038] 以下、図面を参照 して本発明の実施形態による非接触給電システ ム につい

て詳細 に説明する。なお、以下の図面において、各部材を認識可能な大 きさ

とするために、各部材の縮尺を適宜変更 している。

[0039] 〔第 1 実施形態〕

図 1 は、本発明の第 1 実施形態による非接触給電システムの要部の構成 を

示すプロック図である。図 1 に示す通 り、非接触給電システ ム 1 は、給電装

置 1 0 、給電コイル 2 0 、 内側バ ル 一 ン 3 0 a (第 1 袋体）、外側バ ル 一 ン

3 0 b (第 2 袋体）、及び給電用ガス給排気装置 4 0 (給排気装置）を備え

てお り、バ ッテ リ5 3 を搭載 した車両M に対 して非接触で給電を行 う。 この

非接触給電システ ム 1 は、例えば給電ステ ー シ ョンや駐車場等に設置され、

駐停車 した車両M に対 して非接触で給電を行 う。

[0040] 給電装置 1 0 は、電源 1 1 、整流回路 1 2 、給電回路 1 3 、及び給電用制

御部 1 4 を備えてお り、車両M に対する非接触給電に適 した電力を生成する

とともに、車両M に対する非接触給電を行 う上で必要 となる各種制御 （詳細

は後述する）を行 う。尚、本実施形態では、給電装置 1 0 が地上に設置され

ていると して説明するが、給電装置 1 0 は、地下に設置されていても良 く、

車両M の上方 （例えば、天井）に設置されても良い。

[0041 ] 電源 1 1 の出力端は整流回路 1 2 の入力端 に接続されてお り、電源 1 1 は

、車両 Mへの給電に必要 となる交流電力を整流回路 1 2 に供給する。 この電

源 1 1 は、例えば 2 0 0 V 又は 4 0 0 V 等の三相交流電力、或いは 1 0 0 V

の単相交流電力を供給する系統電源である。整流回路 1 2 の入力端は電源 1

に接続されるとともに出力端は給電回路 1 3 に接続されてお り、整流回路

1 2 は、電源 1 1 か ら供給される交流電力を整流 して直流電力に変換 し、変

換 した直流電力を給電回路 1 3 に出力する。



[0042] 給電回路 1 3 の入力端は整流回路 1 2 に接続されるとともに出力端は給電

コイル 2 0 の両端に接続されており、給電回路 1 3 は、整流回路 1 2 からの

直流電力を交流電力に変換 し、変換 した交流電力を給電コイル 2 0 に出力す

る。具体的に、給電回路 1 3 は、給電コイル 2 0 とともに給電側共振回路を

構成する共振用コンデンサを備えており、給電用制御部 1 4 の制御の下で、

整流回路 1 2 からの直流電力を電源 1 1 の交流電力よりも周波数が高い交流

電力 （高周波電力）に変換 して給電コイル 2 0 に出力する。

[0043] 給電用制御部 1 4 は、給電回路 1 3 を制御 して車両Mに供給すべき電力を

生成させるとともに、給電用ガス給排気装置 4 0 を制御 して内側バルーン 3

0 a 及び外側バル一ン 3 0 b を膨張させ或いは収縮させる。ここで、給電用

制御部 1 4 は、給電用ガス給排気装置 4 0 を制御 して、内側バルーン 3 0 a

に給気されるガスの量及び内側バルーン 3 0 a から排気されるガスの量を微

調整することにより、給電コイル 2 0 の上下方向 （垂直方向）の位置の微調

整を行う。この給電用制御部 1 4 は、C P U (中央処理装置）やメモ リ等を

備えており、予め用意された給電用制御プログラムに基づいて上記の各種制

御を行う。また、ガスとしては、例えば空気を使用することができる。

[0044] 給電コイル 2 0 は、ソ レノイ ド型コイルであり、給電回路 1 3 から供給さ

れる高周波電力に応 じた磁界を発生することによって車両Mに対 して非接触

で給電を行う。この給電コイル 2 0 の両端は給電回路 1 3 の出力端に接続さ

れており、給電コイル 2 0 は、露出した状態或いはプラスチック等の非磁性

かつ非導電性材料によってモール ドされた状態で内側バルーン 3 0 a 上にコ

ィル軸が略水平となるように搭載されている。尚、コイル形式がサ一キユラ

—型の場合は、コイル軸は略垂直となるように搭載されている。

[0045] 内側バルーン 3 0 a は、ゴム等の伸縮自在な弾性材を膜状に形成 した一種

の風船であり、給電コイル 2 0 の上下方向の位置を調整するために設けられ

る。具体的に、内側バルーン 3 0 a は、その中央上部に給電コイル 2 0 が搭

載された状態で地面に設置されており、給電用ガス給排気装置 4 0 によるガ

スの給気又は排気が行われることにより膨張又は収縮する。内側バルーン 3



0 a の膨張により給電コイル 2 0 が上方向に移動 し、内側バルーン 3 0 a の

収縮により給電コイル 2 0 が下方向に移動する。尚、内側バルーン3 0 a の

平面視形状は任意であるが、例えば円形又は矩形形状である。

[0046] 外側バルーン3 0 b は、ゴム等の伸縮自在かつ非磁性かつ非導電性の弾性

材を膜状に形成 し、上面中央部 （後述する受電コイル 5 0 に接する部分及び

その周囲の、そこを透過する磁束が影響を受けると非接触給電の効率が大き

く低下する領域）以外の部分にアルミニゥ厶粉ゃ銅粉等の常磁性体からなる

粉体を付着させた一種の風船である。上面中央部は、磁束に対する透過性能

と伸縮性能とを併せ持つており、常磁性体からなる粉体が混合 付着 してい

る残りの部分は、磁束の漏れを低減する性能と伸縮性能とを併せ持つている

この外側バルーン 3 0 b は、給電コイル 2 0 と車両Mに設けられた受電コィ

ル 5 0 との間の空間への異物侵入を防止するとともに、給電コイル 2 0 の受

電コイル 5 0 側を向く端面 （上面）以外の部位から放射される磁束 （漏れ磁

束）を低減するために設けられる。

[0047] 外側バルーン 3 O b は、給電コイル 2 0 及び内側バルーン 3 0 a の双方を

覆う （内包する）状態で地面に設置されており、給電用ガス給排気装置 4 0

によるガスの給気又は排気が行われることにより膨張又は収縮する。外側バ

ル一ン 3 0 b が膨張すると、給電コイル 2 0 と受電コイル 5 0 との間の空間

が外側バルーン 3 0 b によって占拠された状態になる。尚、外側バルーン 3

0 b の平面視形状は、内側バル一ン 3 0 a と同様に任意であるが、例えば円

形又は矩形形状である。

[0048] 給電用ガス給排気装置 4 0 は、給電用制御部 1 4 の制御の下で、内側バル

—ン3 0 a 及び外側バル一ン3 0 b に対するガスの給排気を行う。この給電

用ガス給排気装置 4 0 は、内側バル一ン3 0 a に対するガスの給気、外側バ

ル一ン3 0 b に対するガスの給気、内側バルーン3 0 a からのガスの排気、

及び外側バルーン 3 0 b からのガスの排気を個別に行うことが可能である。

このため、内側バルーン 3 0 a 及び外側バルーン 3 0 b の一方または双方を



容易に膨張又は収縮 させることができる。給電用ガス給排気装置 4 0 は、図

に示す通 り、内側バルーン 3 0 a に連通する給排気管 と外側バルーン 3 0

b に連通する給排気管 とを備えてお り、 これ ら給排気管 を介 して内側バル一

ン 3 0 a 及び外側バル一ン 3 0 b に対するガスの給排気を行 う。

[0049] 車両 M は、運転者 によって運転 されて道路上を走行する自動車であ り、例

えば動力発生源 と して走行モータを備える電気 自動車やハイプ リッ ド自動車

である。 この車両M は、図 1 に示す通 り、受電コイル 5 0 、受電回路 5 1 、

充電回路 5 2 、バ ッテ リ5 3 、及び受電用制御部 5 4 を備える。尚、図 1 で

は省略 しているが、車両M は、エンジン、上記走行モータ、操作ハ ン ドル、

及び ブレーキ等の走行に必要な構成 を備えている。

[0050] 受電コイル 5 0 は、 ソレノイ ド型 コイルであ り、給電コイル 2 0 との間で

高効率で非接触給電が可能 となる姿勢で車両M の底部 に設けられている。 こ

の受電コイル 5 0 の両端は受電回路 5 1 の入力端 に接続されてお り、受電コ

ィル 5 0 は、給電コイル 2 0 の磁界が作用すると電磁誘導 によって起電力を

発生 し、発生 した起電力を受電回路 5 1 に出力する。給電コイル 2 0 と受電

コイル 5 0 の大 きさ、形状は、高効率な非接触給電が可能であれば、同一で

あっても異なっていてもよい。

[0051 ] 受電回路 5 1 の入力端は受電コイル 5 0 の両端 に接続されるとともに出力

端は充電回路 5 2 の入力端 に接続されてお り、受電回路 5 1 は、受電コイル

5 0 か ら供給された交流電力を直流電力に変換 し、変換 した直流電力を充電

回路 5 2 に出力する。 この受電回路 5 1 は、受電コイル 5 0 とともに受電側

共振回路 を構成する共振用コンデンサを備えている。尚、受電回路 5 1 の共

振用コンデンサの静電容量は、受電側共振回路の共振周波数が前述 した給電

側共振回路の共振周波数 と同一周波数 になるように設定されている。

[0052] 充電回路 5 2 の入力端は受電回路 5 1 の出力端 に接続されるとともに出力

端はバ ッテ リ5 3 の入力端 に接続されてお り、充電回路 5 2 は、受電回路 5

1 か らの電力 （直流電力）をバ ッテ リ5 3 に充電する。バ ッテ リ5 3 は、車

両 M に搭載 された再充電が可能な電池 （例えば、 リチウムイオン電池ゃニ ッ



ケル水素電池等の二次電池）であり、図示 しない走行モータ等に電力を供給

する。受電用制御部 5 4 は、C P Uやメモリ等を備えており、予め用意され

た受電用制御プログラムに基づいて充電回路 5 2 を制御する。

[0053] 次に、上記構成における非接触給電システム 1 の動作について説明する。

図 2 は、本発明の第 1実施形態による非接触給電システムの動作の一例を示

すフローチヤ一 卜であり、図 3 A 〜図 3 C は、同動作を説明するための側断

面図である。尚、以下では、最初に非給電時における車両M及び給電装置 1

0 の動作を簡単に説明 し、次いで給電装置 1 0 から車両Mに対 して非接触で

給電する給電時の動作について説明する。

[0054] 非給電時 （例えば、運転者による車両Mの通常運転時）に、車両Mでは、

充電回路 5 2 を停止させる制御が受電用制御部 5 4 によって行われる。これ

に対 し、非給電時 （つまり、給電対象である車両Mが駐停車位置に駐停車 し

ていない時）に、給電装置 1 0 では、給電回路 1 3 を停止させるとともに、

内側バルーン3 0 a 及び外側バルーン3 0 b が完全に収縮するようにガスを

給電用ガス給排気装置 4 0 に排気させる制御が給電用制御部 1 4 によって行

われる。

[0055] その後、運転者が車両Mを運転 し、給電コイル 2 0 が設置された場所まで

車両Mを移動させて停車させると、給電コイル 2 0 の設置位置が受電用制御

部 5 4 によって把握される。尚、給電コイル 2 0 の設置位置を把握する方法

としては、例えば不図示の音波センサ或いは光センサ等の位置センサの出力

から把握する方法が挙げられる。把握 した給電コイル 2 0 の設置位置から、

車両Mの受電コイル 5 0 が、給電コイル 2 0 の上方に配置されたことを検知

すると、充電回路 5 2 にバッテ リ5 3 を充電させる制御が受電用制御部 5 4

によって開始される。

[0056] 他方、給電装置 1 0 の給電用制御部 1 4 においても、同じく不図示の音波

センサ或いは光センサ等の位置センサの出力から車両Mの位置が給電用制御

部 1 4 によって把握される。把握 した車両Mの位置から、給電コイル 2 0 の

上方に車両Mの受電コイル 5 0 が配置されたことを検知すると、まず外側バ



ル一ン3 0 b が完全に膨張するまで給電用ガス給排気装置 4 0 にガスを給気

させる制御が給電用制御部 1 4 によって行われる （ステップS 1 1 ) 。つま

り、図 3 A に示す通り、完全に収縮 した状態にある内側バル一ン 3 0 a 及び

外側バルーン 3 0 b のうち、外側バルーン 3 0 b のみを完全に膨張させる制

御が行われる。

[0057] この制御が行われることにより、図 3 B に示す通り、内側バルーン3 0 a

は完全に収縮 した状態にあるものの、外側バル一ン3 0 b は完全に膨張 した

状態になり、給電コイル 2 0 と受電コイル 5 0 との間の空間が完全に膨張 し

た外側バルーン 3 0 b によって占拠される。つまり、外側バルーン 3 O b は

、膨張することによって車両Mの底面から露出する受電コイル 5 0 の下面及

び側面に当接するように受電コイル 5 0 を覆う。これにより、給電コイル 2

0 と受電コイル 5 0 との間の空間への異物の侵入が防止される。

[0058] 次に、給電用ガス給排気装置 4 0 から内側バルーン3 0 a にガスを給気さ

せて、内側バルーン 3 0 a を膨張させる制御が給電用制御部 1 4 によって行

われる （ステップS 1 ) 。つまり、図 3 B に示す通り、完全に膨張 した状

態にある外側バルーン 3 0 b に内包されている完全に収縮 した状態にある内

側バルーン 3 0 a を膨張させる制御が行われる。

尚、内側バルーン 3 0 a を膨張させる場合には、内側バルーン 3 0 a の膨張

に合わせて、内側バルーン 3 0 a に給気 したガスの分だけ、外側バルーン 3

0 b からガスを排気 しても良い。

[0059] この制御が行われることにより、図 3 C に示す通り、外側バルーン 3 O b

内において内側バルーン 3 0 a が膨張 した状態になり、内側バルーン 3 0 a

に搭載されている給電コイル 2 0 が上方向に移動する。これにより、外側バ

ル一ン3 0 b による給電コイル 2 0 と受電コイル 5 0 との間の空間への異物

の侵入が防止されたまま、給電コイル 2 0 は受電コイル 5 0 に近接 して配置

される。

[0060] 次いで、給電用制御部 1 4 によって給電用ガス給排気装置 4 0 が制御され

、受電コイル 5 0 に対する給電コイル 2 0 の位置が微調整される （ステップ



5 1 3 ) 。具体的には、給電用制御部 1 4 の制御の下で、内側バルーン 3 0

a に給気されるガスの量及び内側バルーン 3 0 a か ら排気されるガスの量が

給電用ガス給排気装置 4 0 によって微調整 され、 これにより給電コイル 2 0

の上下方向の位置が微調整 される。 ここで、給電コイル 2 0 の上下方向の位

置は、例えば車両 Mへの給電量が増加するように微調整 される。尚、給電コ

ィル 2 0 の位置を微調整する必要がなければ、ステ ップS 1 3 を省略 しても

良い。

[0061 ] 以上の動作が終 了すると、給電装置 1 0 の給電回路 1 3 が給電用制御部 1

4 によって制御 されて給電動作が開始される。 これにより、給電コイル 2 0

か ら車両 M の受電コイル 5 0 に対 して非接触で電力が供給される （ステ ップ

5 1 4 ) 。非接触での給電が行われると、車両 M では、受電用制御部 5 4 が

、バ ッテ リ5 3 の充電状態を監視 しなが ら充電回路 5 2 を制御することによ

リバ ッテ リ5 3 の充電を行 う。

[0062] 受電用制御部 5 4 は、バ ッテ リ5 3 が満充電状態 となったことを検知する

と、充電回路 5 2 を停止させる制御 を行 うとともに、図示 しない表示器等 （

例えば、運転席 に設けられたバ ッテ リ5 3 の充電状態を示す表示器）に対 し

て、バ ッテ リ5 3 が満充電状態になった旨を通知する。かかる通知により、

運転者は、バ ッテ リ5 3 が満充電状態 となったことを認識することができる

[0063] 給電装置 1 0 の給電用制御部 1 4 は、非接触での給電が行われている間、

給電が終 了 したか否かを判断する （ステ ップS 1 5 ) 。 ここで、給電が終 了

したか否かの判断は、例えば車両 Mへの給電量が急激 に低下 したか否かに基

づいて行 うことが可能である。給電が終 了 していないと判断 した場合 （ステ

ップS 1 5 の判断結果が 「N 〇」の場合）には、給電用制御部 1 4 は、給電

回路 1 3 を制御 して非接触での給電を継続させる （ステ ップS 1 4 ) 。 これ

に対 し、給電が終 了 したと判断 した場合 （ステ ップS 1 5 の判断結果が 「Y

E S 」の場合）には、給電用制御部 1 4 は、給電回路 1 3 を制御 して給電動

作を停止させる。



[0064] 給電動作が停止すると、内側バルーン 3 0 a に給気されたガスを給電用ガ

ス給排気装置 4 0 に排気させて、内側バル一ン3 0 a を収縮させる制御が給

電用制御部 1 4 によって行われる （ステップS 1 6 ) 。続いて、外側バル一

ン3 0 b に給気されたガスを給電用ガス給排気装置 4 0 に排気させて、外側

バルーン 3 0 b を収縮させる制御が給電用制御部 1 4 によって行われる （ス

テ ツプS 1 7 ) 。内側バルーン 3 0 a 及び外側バルーン 3 0 b が収縮すると

、図 3 A に示す状態になり、運転者は車両Mを運転 して、給電コイル 2 0 の

設置場所から移動することが可能になる。

[0065] 以上の通り、本実施形態では、内側バル一ン 3 0 a と外側バル一ン 3 0 b

とを設け、外側バルーン 3 0 b を膨張させることにより給電コイル 2 0 と受

電コイル 5 0 との間の空間への異物の侵入を防止するとともに、内側バル一

ン 3 0 a を膨張させることにより給電コイル 2 0 を受電コイル 5 0 に近接さ

せている。これにより、給電コイル 2 0 と受電コイル 5 0 との間に異物が存

在せず、且つ給電コイル 2 0 と受電コイル 5 0 とが近接 した状態で給電を行

うことができるため、非接触給電システム 1 の高額化及び大型化を招 くこと

なく電力の長距離伝送を実現することが可能である。また、給電コイル 2 0

から放射される漏れ磁束の漏洩 （外側バルーン 3 0 b 外への漏洩）を遮断す

ることもできる。

[0066] 〔第 2 実施形態〕

図4 は、本発明の第 2 実施形態による非接触給電システムの要部の構成を

示す側断面図である。尚、本実施形態の非接触給電システムの全体構成は、

図 1 に示す非接触給電システム 1 とほぼ同様である。図4 に示す通り、本実

施形態の非接触給電システムは、外側バル一ン3 O b の内部 （但 し、内側バ

ルーン 3 0 a の外部）に、複数の補助バルーン 6 0 (補助袋体）と複数の収

容機構 7 0 とを追加 した構成である。

[0067] 図 5 A 〜図 5 C は、本発明の第 2 実施形態における補助バル一ン及び収容

機構を示す図であって、図 5 A 及び 5 B はこれらの配置を示す平面図であり

、図 5 C はこれらの外観を示す斜視図である。補助バル一ン6 0 及び収容機



構 7 0 は、例えば図 5 A 及び 5 B に示す通 り、内側バ ル ー ン 3 0 a を中心 と

して内側バ ル ー ン 3 0 a の周囲の 3 箇所又は 4 箇所に等間隔をもって配置さ

れる。図 5 A に示す例では、 3 つの補助バルーン 6 0 が、内側バルーン 3 0

a の異なる 3 箇所にそれぞれ当接 してお り、図 5 B に示す例では、 4 つの補

助バル一ン 6 0 が、内側バル一ン 3 0 a の異なる4 箇所にそれぞれ当接 して

いる。

[0068] 補助バルーン 6 0 は、前述 した内側バルーン 3 0 a と同様 に、 ゴム等の伸

縮 自在な弾性材を膜状 に形成 した一種の風船であ り、給電コイル 2 0 の水平

面内の位置を調整するために設けられる。つまり、補助バ ル ー ン 6 0 が膨張

又は収縮することにより、当接 している内側バ ル ー ン 3 0 a の水平面内の位

置が調整 され、 これにより内側バ ル ー ン 3 0 a に搭載 されている給電コイル

2 0 の水平面内における位置が調整 される。

[0069] 収容機構 7 0 は、補助バ ル 一 ン 6 0 を地中に収容 し、或いは地中に収容 し

ている補助バル一ン 6 0 を地上に出現 させるものである。具体的に、収容機

構 7 0 は、給電用制御部 1 4 の制御の下で、内側バ ル ー ン 3 0 a が収縮 して

いる場合 には補助バ ル ー ン 6 0 を地中に収容 し、内側バ ル ー ン 3 0 a が膨弓長

する場合 には補助バ ル 一 ン 6 0 を地上に出現 させる。 この収容機構 7 0 は、

収容孔 7 1 及び フラップ 7 2 を備える。

[0070] 収容孔 7 1 は、補助バ ル 一 ン 6 0 を地中に収容するために地表面に形成 さ

れた平面視形状が矩形形状である孔である。 フラップ 7 2 は、収容孔 7 1 の

平面視形状 と同 じ形状 にされた平板状の部材であ り、一端 を軸 と して揺動可

能に構成 されている。 この フラップ 7 2 は、補助バ ル ー ン 6 0 を地中に収容

する場合 には倒れた状態にされ、補助バル一ン 6 0 を地上に出現 させる場合

には直立状態にされる。尚、 フラップ 7 2 が倒れた状態にされると、収容孔

7 1 はフラップ 7 2 で覆われた状態になる。

[0071 ] フラップ 7 2 の一面 （倒れた状態にされたときに、収容孔 7 1 の底面を向

く面）には、補助バルーン 6 0 が取 り付 けられてお り、 フラップ 7 2 の内部

には、補助バル一ン 6 0 に連通する給排気路 7 3 が形成 されている。給排気



路 7 3 は、補助バルーン 6 0 に給気されるとともに補助バルーン 6 0 から排

気されるガスの流路である。尚、このガスは、例えば給電用ガス給排気装置

4 0 から給気され、或いは給電用ガス給排気装置 4 0 に向けて排気される。

また、ガスとしては、例えば空気を使用することができる。

[0072] 次に、本実施形態による非接触給電システムの動作について説明する。尚

、本実施形態による非接触給電システムにおいても、基本的には図 2 のフロ

—チヤ一 卜に従った動作が行われる。つまり、外側バルーン 3 0 b を膨張さ

せる動作 （ステップS 1 1 ) 、内側バルーン 3 0 a を膨張させる動作 （ステ

ップS 1 ) 、及びコイルの位置を調整する動作 （ステップS 1 3 ) が順に

行われた後に、非接触での給電が行われる （ステップS 1 4 ) 。

[0073] 但 し、外側バルーン 3 0 b を膨張させる動作が行われている間は、フラッ

プ7 2 は倒れた状態にされているが、内側バルーン 3 0 a を膨張させるとき

(ステップS 1 2 が開始させるとき）に、フラップ7 2 を直立状態にさせる

制御が行われる。そ して、ステップS 1 3 のコイルの位置を調整する動作が

行われるときに、内側バル一ン3 0 a (給電コイル 2 0 ) の水平面内の位置

を調整する動作も行われる。

[0074] つまり、補助バルーン 6 0 を膨張させて補助バルーン 6 0 の各々を内側バ

ル一ン 3 0 a に当接させた状態にし、この状態で補助バル一ン 6 0 を膨張又

は収縮させると、図 5 A 及び 5 B に矢印で示す力が内側バルーン 3 0 a に作

用する。すると、作用する力の合力によって内側バルーン 3 0 a の水平面内

の位置が調整され、これにより給電コイル 2 0 の水平面内の位置が調整され

る。尚、内側バル一ン 3 0 a の水平面内の位置は、例えば車両Mへの給電量

が増加するように調整される。

[0075] そ して、給電が終了すると、内側バルーン 3 0 a を収縮させる動作 （ステ

ップS 1 6 ) 、及び外側バルーン 3 0 b を収縮させる動作 （ステップS 1 7

) が順に行われる。但 し、内側バルーン 3 0 a を収縮させるときに補助バル

—ン6 0 も収縮させ、内側バルーン3 0 a が収縮 した後に、フラップ7 2 を

倒れた状態にして、補助バル一ン6 0 を収容孔 7 1 に収容する動作が行われ



る。

[0076] 以上の通り、本実施形態においても、内側バルーン 3 0 a と外側バルーン

3 0 b とを設け、外側バルーン 3 0 b を膨張させることにより給電コイル 2

0 と受電コイル 5 0 との間の空間への異物の侵入を防止するとともに、内側

バルーン3 0 a を膨張させることにより給電コイル 2 0 を受電コイル 5 0 に

近接させている。このため、第 1実施形態と同様に、非接触給電システムの

高額化及び大型化を招 くことなく電力の長距離伝送を実現することが可能で

あり、給電コイル 2 0 から放射される漏れ磁束の漏洩を遮断することもでき

る。

[0077] また、本実施形態においては、補助バル一ン 6 0 を設けて、内側バル一ン

3 0 a (給電コイル 2 0 ) の水平面内における位置を調整 している。これに

より、給電コイル 2 0 と受電コイル 5 0 との水平面内における位置ずれが生

じた状態で車両Mが駐停車 したとしても、効率良く電力を伝送することがで

きる。

[0078] なお、本発明は上記実施形態に制限されず、本発明の範囲内で自由に変更

が可能である。例えば、上記実施形態では、外側バル一ン 3 0 b を膨張させ

た後に内側バルーン 3 0 a を膨張させ、内側バルーン 3 0 a を収縮させた後

に外側バルーン 3 0 b を収縮させる例について説明 した。 しか しながら、内

側バルーン 3 0 a 及び外側バルーン 3 0 b の膨張 収縮のさせ方はこれに限

らず、任意の方法を用いることができる。

[0079] 更に、上記実施形態では、非接触給電する方法として磁界共鳴方式を採用

したが、電磁誘導方式を採用 してもよい。

[0080] 〔第 3 実施形態〕

本第 3 実施形態に係る非接触給電システムは、図 6 に示すように、地面に埋

設された地上給電装置 S 及び地上給電装置 S から給電を受ける車両M (受電

装置）を備えている。この非接触給電システムは、非接触給電方式の 1 つで

ある磁界共鳴方式に基づいて地上給電装置 S から車両Mに電力を非接触給電

する。



[0081 ] 地上給電装置 S は、例えば交差点または踏切 における停車位置、あるいは駐

車場の駐停車位置等に埋設され、 これ ら駐停車位置に駐停車 した車両M に対

して非接触給電を行 う。 この地上給電装置 S は、図 6 に示すように、電源 1

0 1 、整流回路 1 0 2 、給電回路 1 0 3 、給電コイル 1 0 4 、第 1 袋体 1 0

5 、中継 コイル 1 0 6 、第 2 袋体 1 0 7 、ガス給排気機構 1 0 8 、無線通信

部 1 0 9 及び給電用制御部 1 1 0 を備えている。なお、ガス給排気機構 1 0

8 は、本実施形態におけるガス供給手段である。

[0082] 電源 1 0 1 は、車両Mへの給電に必要 となる交流電力を整流回路 1 0 2 に供

給する交流電源で、電源 1 0 1 の出力端は整流回路 1 0 2 の入力端 に接続さ

れている。 この電源 1 0 1 は、例えば 2 0 0 V または 4 0 0 V 等の三相交流

電力、あるいは 1 0 0 V の単相交流電力を供給する系統電源や発電装置であ

る。

[0083] 整流回路 1 0 2 の入力端は電源 1 0 1 に接続され、出力端は給電回路 1 0 3

に接続されている。 この整流回路 1 0 2 は、電源 1 0 1 か ら供給される交流

電力を整流 して直流電力に変換 し、 この直流電力を給電回路 1 0 3 に出力す

る。なお、電源 1 0 1 と して太陽電池等の直流電源 を使用 し、整流回路 1 0

2 を省略 （つまり直流電源か ら給電回路 1 0 3 に直流電力を供給） してもよ

い。

[0084] 給電回路 1 0 3 の入力端は整流回路 1 0 2 に接続され、出力端は給電コイル

1 0 4 の両端 に接続されている。 この給電回路 1 0 3 は、給電コイル 1 0 4

と給電側共振回路 を構成する共振用コンデンサを備え、給電用制御部 1 1 0

か ら入力される制御指令 に基づいて整流回路 1 0 2 か ら供給された直流電力

を電源 1 0 1 の交流電力よりも周波数が高い交流電力 （高周波電力）に変換

して給電コイル 1 0 4 に供給する一種のィンバ一タである。

[0085] 給電コイル 1 0 4 は、サ一キユラ一型 コイルあるいはソレノィ ド型 コイルで

あ り、サ一キユラ一型 コイルの場合 にはコイル軸 を上下方向 （垂直方向） と

した姿勢、 ソレノィ ド型 コイルの場合 にはコイル軸 を水平方向と した姿勢、

かつ、地表面上に露出 した状態あるいはプラスチ ックス、繊維強化 プラスチ



ックス、セラミックスまたはこれらの複合材等の非磁性かつ非導電性材料に

よってモール ドされた状態で駐停車位置に設置されている。この給電コイル

1 0 4 の両端は給電回路 1 0 3 の出力端に接続されている。給電コイル 1 0

4 は給電回路 1 0 3 から高周波電力が供給されることにより磁界を発生する

ことによって車両Mに対 して非接触で給電を行う。

[0086] 第 1袋体 1 0 5 は、ゴム等の伸縮自在な弾性材を膜状に成形 した一種の風船

であり、給電コイル 1 0 4 を内包する状態で地面に設置されている。また、

第 1袋体 1 0 5 は、上側 1 0 5 a に中継コイル 1 0 6 をその一方の端面 （下

面）を接するように設けることにより、中継コイル 1 0 6 を支持 している （

図 6 及び図 7 A 、 7 B参照）。この第 1袋体 1 0 5 は、密閉されており、ガ

ス給排気機構 1 0 8 からガス （例えば空気）が供給されると、膨張 して中継

コイル 1 0 6 を上方向に持ち上げることによって、中継コイル 1 0 6 を後述

する車両Mの受電コイル 1 1 1 に向けて移動させる。また、第 1袋体 1 0 5

は、上面中央部 （後述する受電コイル 1 1 1 に面する部分）以外の部分にァ

ルミ二ゥ厶粉や銅粉等の常磁性体の磁束遮蔽材からなる粉体を付着させた一

種の風船である。上面中央部は、磁束に対する透過性能と伸縮性能とを併せ

持っており、磁束遮蔽材からなる粉体が混合 付着 している残りの部分は、

磁束に対する遮蔽性能と伸縮性能とを併せ持つている。

[0087] 中継コイル 1 0 6 は、サ一キユラ一型コイルあるいはソレノイ ド型コイルか

らなり、サ一キユラ一型コイルの場合にはコイル軸を上下方向 （垂直方向）

とした姿勢、ソレノィ ド型コイルの場合にはコイル軸を水平方向とした姿勢

、かつ、露出した状態あるいはプラスチックス、繊維強化プラスチックス、

セラミックスまたはこれらの複合材等の非磁性かつ非導電性材料によってモ

—ル ドされた状態で第 1袋体 1 0 5 によって支持されている （図 6 及び図 7

A 、 7 B参照）。この中継コイル 1 0 6 は、共振用コンデンサと共振用コィ

ル （上記サ一キユラ一型コイルあるいはソレノイ ド型コイル）とからなる共

振回路から構成され、給電コイル 1 0 4 から後述する車両Mの受電コイル 1

1への非接触給電を中継する。なお、中継コイル 1 0 6 の共振回路の共振



周波数は、上記給電側共振回路の共振周波数 と同一周波数 になるように設定

されている。

[0088] 第 2 袋体 1 0 7 は、 ゴム等の伸縮 自在な弾性材を膜状 に成形 した一種の風船

であ り、第 1 袋体 1 0 5 及び中継 コイル 1 0 6 を内包する状態で地面に設置

されている。 また、第 2 袋体 1 0 7 は、密閉されてお り、ガス給排気機構 1

0 8 か らガス （例えば空気）が供給されると、第 1 袋体 1 0 5 及び中継 コィ

ル 1 0 6 の周囲で膨張する （図 7 A 参照）。 また、第 2 袋体 1 0 7 は、上面

中央部 （後述する受電コイル 1 1 1 に面する部分）以外の部分にアル ミニゥ

厶粉ゃ銅粉等の常磁性体の磁束遮蔽材か らなる粉体を付着 させた一種の風船

である。上面中央部は、磁束に対する透過性能 と伸縮性能 とを併せ持 つてお

り、磁束遮蔽材か らなる粉体が混合 付着 している残 りの部分は、磁束に対

する遮蔽性能 と伸縮性能 とを併せ持 つている。

[0089] ガス給排気機構 1 0 8 は、給電用制御部 1 1 0 か ら入力される制御指令 に基

づいて第 1 袋体 1 0 5 あるいは第 2 袋体 1 0 7 内にガスを供給すると共に第

1 袋体 1 0 5 あるいは第 2 袋体 1 0 7 か らガスを排気する一種のポンプであ

る。 このガス給排気機構 1 0 8 は、第 1 袋体 1 0 5 と第 2 袋体 1 0 7 にそれ

ぞれ接続されている 2 本の給排気管 を有 している。

[0090] 無線通信部 1 0 9 は、後述する車両M に設けられた無線通信部 1 1 7 と各種

情報の無線通信が可能であ り、例えば、車両M の無線通信部 1 1 7 が出力す

る電力量通知を受信する。なお、無線通信部 1 0 9 は、その設置位置を中心

と して半径が数 メ一 トル程度のェ リァ内に車両M の無線通信部 1 1 7 が位置

する場合 に、無線通信部 1 1 7 と通信可能である。

[0091 ] 給電用制御部 1 1 0 は、マイクロプロセ ッサやメモ リ等を備え、給電用制御

プログラムや機能するソフ 卜ウェア型制御装置であ り、上記給電用制御 プロ

グラムや無線通信部 1 0 9 が受信 した信号に基づいて給電回路 1 0 3 及びガ

ス給排気機構 1 0 8 を制御する。 この給電用制御部 1 1 0 の処理の詳細 につ

いては後述する。

[0092] 車両 M は、運転者 によって運転 されて道路上を走行する自動車であ り、例え



ば電力を動力源として走行する電気自動車やハイプリッド自動車である。こ

の車両Mは、図6 に示すように、受電コイル 1 1 1、受電回路 1 1 2 、充電

回路 1 1 3 、バッテリ1 1 4 、電圧センサ 1 1 5 、電流センサ 1 1 6 及び無

線通信部 1 1 7 及び受電用演算制御部 1 1 8 を備えている。なお、図6 では

省略しているが、車両Mは、エンジン、走行モータ、操作ハンドル及びプレ

ーキ等の走行に必要な構成要素を当然に具備する。

[0093] 受電コイル 1 1 1は、サ一キユラ一型コイルあるいはソレノイド型コイルで

あり、給電コイル 1 0 4 や中継コイル 1 0 6 と対向し、かつ給電コイル 1 0

4 と中継コイル 1 0 6 を介して高効率な非接触給電が可能なようにサ一キュ

ラー型コイルの場合にはコイル軸が上下方向 （垂直方向）となる姿勢、ソレ

ノィド型コイルの場合にはコイル軸が水平かつ給電コイル 1 0 4 のコイル軸

と平行になる姿勢で車両Mの底部に設けられている。この受電コイル 1 1 1

の両端は受電回路 1 1 2 の入力端に接続されており、受電コイル 1 1 1は、

給電コイル 1 0 4 あるいは中継コイル 1 0 6 の磁界が作用すると電磁誘導に

よって起電力を発生し、この起電力を受電回路 1 1 2 に出力する。給電コィ

ル 1 0 4 と中継コイル 1 0 6 と受電コイル 1 1 1は、いずれも同一形式、す

なわち、いずれもサ一キユラ一型コイルとするか、いずれもソレノイド型コ

ィルとするか、のいずれかとするが、給電コイル 1 0 4 と中継コイル 1 0 6

と受電コイル 1 1 1の大きさ、形状は、高効率な非接触給電が可能であれば

、同一でも異なっていてもよい。

[0094] 受電回路 1 1 2 の入力端は受電コイル 1 1 1の両端に接続され、出力端は充

電回路 1 1 3 の入力端に接続されている。この受電回路 1 1 2 は、受電コィ

ル 1 1 1 と受電側共振回路を構成する共振用コンデンサを備え、受電コイル

1から供給された交流電力を直流電力に変換して充電回路 1 1 3 に供給

する一種の整流回路である。なお、受電回路 1 1 2 の共振用コンデンサの静

電容量は、上記給電側共振回路の共振周波数と受電側共振回路の共振周波数

とが同一周波数になるように設定されている。

[0095] 充電回路 1 1 3 の入力端は受電回路 1 1 2 の出力端に接続され、出力端はバ



ッテリ1 1 4 の入力端に接続されており、充電回路 1 1 3 は、受電回路 1 1

2 から供給される電力 （直流電力）をバッテリ1 1 4 に充電する。バッテリ

1 1 4 は、車両Mに搭載された再充電が可能な電池 （例えば、リチウムィォ

ン電池やニッケル水素電池等の二次電池）であり、図示しない走行モータ等

に駆動電力を供給する。

[0096] 電圧センサ 1 1 5 は、受電回路 1 1 2 と充電回路 1 1 3 との間に設けられ、

受電回路 1 1 2 から充電回路 1 1 3 に供給する電力の電圧値を検出し、この

電圧値を示す電圧検出信号を受電用演算制御部 1 1 8 に出力する。

電流センサ 1 1 6 は、受電回路 1 1 2 と充電回路 1 1 3 との間に設けられ、

受電回路 1 1 2 から充電回路 1 1 3 に供給する電力の電流値を検出し、この

電流値を示す電流検出信号を受電用演算制御部 1 1 8 に出力する。

[0097] 無線通信部 1 1 7 は、地上給電装置S に設けられた無線通信部 1 0 9 と各種

情報の無線通信が可能であり、例えば、受電用演算制御部 1 1 8 による制御

の下、受電電力量を示す電力量通知を送信する。なお、無線通信部 1 1 7 は

、無線通信部 1 1 7 を中心として半径が数メ一トル程度のェリァ内に地上給

電装置S の無線通信部 1 0 9 が位置する場合に無線通信部 1 0 9 との通信が

可能である。

[0098] 受電用演算制御部 1 1 8 は、マイクロプロセッサやメモリ等を備え、受電用

制御プログラムに基づいて機能するソフ卜ウェア型制御装置であり、上記受

電用演算制御プログラムに基づいて受電電力量の演算処理を行うと共に充電

回路 1 1 3 を制御する。例えば、受電用演算制御部 1 1 8 は、電圧センサ 1

5 から入力される電圧検出信号及び電流センサ 1 1 6 から入力される電流

検出信号に基づいて受電回路 1 1 2 から出力される電力量を算出、つまり、

電圧センサ 1 1 5 によって検出された電圧値と、電流センサ 1 1 6 によって

検出された電流値とを乗算して受電回路 1 1 2 から出力される電力量を算出

する。

[0099] 次に、このように構成された本非接触給電システムの動作について説明する



最初 に、非給電時における車両 M及び地上給電装置 S の動作 について説明す

る。車両 M の受電用演算制御部 1 1 8 は、非給電時 （例 えば運転者 による車

両 M の通常運転時）に、充電回路 1 1 3 を停止させ る。一方、地上給電装置

S の給電用制御部 1 1 0 は、非給電時、つまり給電対象である車両 M が駐停

車位置 に停車 していない時に、給電回路 1 0 3 を停止すると共 に、第 1 袋体

1 0 5 及び第 2 袋体 1 0 7 が完全 に収縮するようにガス給排気機構 1 0 8 に

第 1 袋体 1 0 5 及び第 2 袋体 1 0 7 内のガスを排気させ る。

[01 00] その後、運転者 は、車両 M を運転 して、地上給電装置 S の設置場所 まで車両

M を移動 させて停車 させ る。車両 M の受電用演算制御部 1 1 8 は、無線通信

部 1 1 7 による地上給電装置 S の無線通信部 1 0 9 との通信結果 （あるいは

不図示の音波センサや光センサ等の位置センサの出力）に基づいて地上給電

装置 S の設置位置 を把握する。例 えば、受電用演算制御部 1 1 8 は、無線通

信部 1 1 7 が地上給電装置 S の無線通信部 1 0 9 か ら受信する信号の強度 に

基づいて地上給電装置 S の設置位置 を把握する。続いて、受電用演算制御部

1 1 8 は、地上給電装置 S の上方 まで移動 した ことを検知すると、充電回路

3 に充電動作 を開始 させ る。

[01 0 1 ] —方、地上給電装置 S の給電用制御部 1 1 0 は、車両 M と同 じく無線通信部

1 1 7 による地上給電装置 S の無線通信部 1 0 9 との通信結果 （あるいは不

図示の音波センサや光センサ等の位置センサの出力）に基づいて車両 M の位

置 を把握する。給電用制御部 1 1 0 は、地上給電装置 S の上方 に車両 M が移

動 して きた ことを検知すると、第 2 袋体 1 0 7 が完全 に膨張するようにガス

給排気機構 1 0 8 にガスを供給 させ る。上記動作 によって、図 7 A に示すよ

うに、地上給電装置 S の第 2 袋体 1 0 7 が車両 M の受電コイル 1 1 1 を覆 う

ように接触する。なお、給電用制御部 1 1 0 は、第 2 袋体 1 0 7 が完全 に膨

張 したかについては、 ガス給排気機構 1 0 8 によるガスの供給時間や、図示

しないポ ンプの第 2 袋体 1 0 7 への供給 口に設 け られた圧力計の検 出結果 に

基づいて判断する。

[01 02] 続 いて、給電用制御部 1 1 0 は、第 2 袋体 1 0 7 が完全 に膨張すると、 ガス



給排気機構 1 0 8 による第 1 袋体 1 0 5 へのガスの供給 を開始 させ ると共 に

、給電回路 1 0 3 に微小電力の給電動作 を開始 させ る。なお、微小電力は、

後 に地上給電装置 S によって供給 される充電用の大電力よ り小 さい電力値 に

設定されている。

[01 03] これに対 して、車両 M の受電用演算制御部 1 1 8 は、電圧センサ 1 1 5 によ

つて検 出された電圧値 と、電流センサ 1 1 6 によって検 出された電流値 とを

乗算 して受電回路 1 1 2 か ら出力される微小電力の電力量 を算出 し、 この電

力量 を通知するための電力量通知 を無線通信部 1 1 7 に送信 させ る。

[01 04] 一方、地上給電装置 S の給電用制御部 1 1 0 は、無線通信部 1 0 9 が受信 し

た電力量通知 によって示 される電力量が上昇 したか否かを判断 し、上昇 した

と判断 した場合 には、 ガス給排気機構 1 0 8 による第 1 袋体 1 0 5 へのガス

の供給 を継続 させ る。そ して、給電用制御部 1 1 0 は、再び電力量が上昇 し

たか否かを判断 し、上昇 した と判断 した場合 には、 ガス給排気機構 1 0 8 に

よる第 1 袋体 1 0 5 へのガスの供給 を継続 させ る。 これに対 し、給電用制御

部 1 1 0 は、電力量の上昇が停止 した と判断 した場合 には、 ガス給排気機構

1 0 8 による第 1 袋体 1 0 5 へのガスの供給 を停止させ る。

[01 05] —方、給電用制御部 1 1 0 は、電力量が下降 した と判断 した場合 には、 ガス

給排気機構 1 0 8 による第 1 袋体 1 0 5 へのガスの供給 を停止 して、 ガス給

排気機構 1 0 8 に第 1 袋体 1 0 5 か らガスを排気させ る。そ して、給電用制

御部 1 1 0 は、再び車両 M に受電された微小電力の電力量が上昇 したか否か

を判断 し、上昇 した と判断 した場合 には、 ガス給排気機構 1 0 8 による第 1

袋体 1 0 5 か らのガスの排気を継続 させ る。 これに対 し、給電用制御部 1 1

0 は、電力量の上昇が停止 した と判断 した場合 には、 ガス給排気機構 1 0 8

による第 1 袋体 1 0 5 か らのガスの排気を停止させ る。

[01 06] すなわち、給電用制御部 1 1 0 は、無線通信部 1 0 9 が受信 した電力量通知

に基づいて第 1 袋体 1 0 5 を膨張あるいは収縮するようにガス給排気機構 1

0 8 を制御する。 これによ り、 中継 コイル 1 0 6 は、第 1 袋体 1 0 5 によつ

て給電コイル 1 0 4 と車両 M の受電コイル 1 1 1 との間で移動 し、第 1 袋体



1 0 5 の膨張あるいは収縮の停止によって、給電コイル 1 0 4 と受電コイル

1 1 1 との間の伝送効率が最適 となる位置で停止する。

[01 07] 続 いて、給電用制御部 1 1 0 は、給電回路 1 0 3 に給電動作 を開始 させ る。

ここで、 中継 コイル 1 0 6 が給電コイル 1 0 4 と受電コイル 1 1 1 との間の

伝送効率が最適 となる位置 にあるので、給電コイル 1 0 4 か ら受電コイル 1

1 1 に高い伝送効率で電力が供給 される。 また、給電コイル 1 0 4 と受電コ

ィル 1 1 1 との間の空間が第 2 袋体 1 0 7 によって 占め られるので、給電コ

ィル 1 0 4 と受電コイル 1 1 1 との間に異物が侵入することを防止すること

がで きる。

[01 08] また、第 2 袋体 1 0 7 が、膨張 した状態 において中継 コイル 1 0 6 の端面 （

上面）の直上 に符合する部位が磁束 を透過する磁束透過部 （例 えば、膜状弾

性材の表面 にフェライ 卜等の高透磁率材料の粉体付着 させたもの） と して形

成 され、 これ以外の部位が磁束遮蔽部 （膜状弾性材の表面 にアル ミニウム粉

や銅粉等の磁束遮蔽材か らなる常磁性粉体 を付着 させたもの） と して形成 さ

れている場合 には、漏れ磁束は、第 2 袋体 1 0 7 の外部へ漏れることが防止

されるので、漏れ磁束 を従来 よ りも低減することがで きる。

[01 09] —方、車両 M の受電用演算制御部 1 1 8 は、バ ッテ リ 1 1 4 の充電状態 を監

視 しなが ら充電回路 1 1 3 を制御することによ り、バ ッテ リ 1 1 4 を適切 に

充電する。受電用演算制御部 1 1 8 は、バ ッテ リ 1 1 4 が満充電状態 とな つ

た ことを検知すると、図示 しない表示器等 によってバ ッテ リ 1 1 4 が満充電

状態 にな った ことを通知する。そ して、運転者 は、図示 しない表示器等 によ

リ満充電状態 とな った ことを認識すると、車両 M を運転 して、地上給電装置

S の設置場所か ら移動する。

[01 10] 一方、地上給電装置 S の給電用制御部 1 1 0 は、無線通信部 1 0 9 による車

両 M の無線通信部 1 1 7 との通信結果 （あるいは不図示の音波センサゃ光セ

ンサ等の位置センサの出力）か ら車両 M が移動 した ことを検知すると、給電

回路 1 0 3 の制御 を停止すると共 に、 ガス給排気機構 1 0 8 を制御 して第 1

袋体 1 0 5 及び第 2 袋体 1 0 7 を完全 に収縮 させ る。



[01 11] 本実施形態 によれば、 ガ ス を供給することによ り第 1 袋体 1 0 5 を膨張ある

いは収縮 させて、 中継 コイル 1 0 6 を給電コイル 1 0 4 と受電コイル 1 1 1

との間で移動 させ ることによって、従来 よ りも効率良 く非接触給電すること

が可能 になる。 また、本実施形態 によれば、給電コイル 1 0 4 と受電コイル

1 1 1 との間の空間が第 2 袋体 1 0 7 によって 占め られるので、給電コイル

1 0 4 と受電コイル 1 1 1 との間に異物が侵入することを防止することがで

きる。

[01 12] また、本実施形態 によれば、第 2 袋体 1 0 7 が、膨張 した状態 において中継

コイル 1 0 6 の端面 （上面）の直上 に符合する部位が磁束 を透過する磁束透

過部 と して形成 され、 これ以外の部位が磁束遮蔽部 と して形成 されている場

合 には、漏れ磁束は、第 2 袋体 1 0 7 の外部へ漏れることが防止されるので

、漏れ磁束 を従来 よ りも低減することがで きる。

[01 13] 〔第 4 実施形態〕

次 に、第 4 実施形態 に係 る非接触給電シ ス テ ム について説明する。

本第 4 実施形態 に係 る非接触給電シ ス テ ム は、第 3 袋体 1 2 1 (図 8 A 及び

8 B に示す）を備 え、第 3 袋体 1 2 1 にガス給排気機構 1 0 8 か らガスを供

給する点において、上記第 3 実施形態 と相違する。 これ以外の構成要素 につ

いては第 3 実施形態 と同様である。 よって、第 2 実施形態 において第 3 実施

形態 と同様の構成要素 については説明を省略する。

[01 14] 第 3 袋体 1 2 1 は、図 8 B に示すように、第 1 袋体 1 0 5 の周囲の地面 に例

えば 3 つ設置 されている。 また、第 3 袋体 1 2 1 は、密閉されてお り、 ガス

給排気機構 1 0 8 か らガ ス （例 えば空気）が供給 されると、先端が中継 コィ

ル 1 0 6 の周面 に当接する形状 となるように形成 されている。なお、第 3 袋

体 1 2 1 の数 については、 3 つ以上であることが望 ま しい。

[01 15] ガス給排気機構 1 0 8 は、第 1 袋体 1 0 5 及び第 2 袋体 1 0 7 に加 えて、第

3 袋体 1 2 1 内にガスを供給すると共 に第 3 袋体 1 2 1 か らガスを排気する

。つまり、 ガス給排気機構 1 0 8 は、第 1 袋体 1 0 5 及び第 2 袋体 1 0 7 に

加 えて、第 3 袋体 1 2 1 にそれぞれ接続 されている 3 本の給排気管 を有 して



いる。

[01 16 ] 次 に、 このように構成 された本第 4 実施形態の動作 について説明する。なお

、第 3 実施形態 と同様の動作 については説明を省略する。

地上給電装置 S の給電用制御部 1 1 0 は、第 1 袋体 1 0 5 を膨張あるいは収

縮するためのガス給排気機構 1 0 8 の制御が完 了すると、 ガス給排気機構 1

0 8 による各第 3 袋体 1 2 1 へのガスの供給 を開始 させ る。

[01 17 ] ここで、給電用制御部 1 1 0 は、無線通信部 1 0 9 が受信 した電力量通知 に

基づいて各第 3 袋体 1 2 1 を膨張あるいは収縮するようにガス給排気機構 1

0 8 を制御する。つまり、給電用制御部 1 1 0 は、電力量通知 によって示 さ

れる電力量の上昇が停止するまで、各第 3 袋体 1 2 1 を膨張あるいは収縮す

るようにガス給排気機構 1 0 8 を制御する。

[01 18 ] 膨張状態の第 3 袋体 1 2 1 の先端が中継 コイル 1 0 6 の周面 に当接すると、

中継 コイル 1 0 6 は、各第 3 袋体 1 2 1 による当接の程度 に応 じて水平方向

(給電コイル 1 0 4 と受電コイル 1 1 1 とを結ぶ方向 と直交する方向）に移

動する。つまり、 中継 コイル 1 0 6 は、 ガス給排気機構 1 0 8 による各第 3

袋体 1 2 1 へのガスの供給量 に応 じて水平方向に移動 し、第 3 袋体 1 2 1 の

膨張あるいは収縮の停止によって、伝送効率が最適 となる位置で停止する。

[01 19 ] 続いて、給電用制御部 1 1 0 は、給電回路 1 0 3 に給電動作 を開始 させ る。

ここで、 中継 コイル 1 0 6 が給電コイル 1 0 4 と受電コイル 1 1 1 との間の

伝送効率が最適 となる位置 にあるので、給電コイル 1 0 4 か ら受電コイル 1

に高い伝送効率で電力が供給 される。

[01 20] —方、車両 M の受電用演算制御部 1 1 8 は、バ ッテ リ 1 1 4 の充電状態 を監

視 しなが ら充電回路 1 1 3 を制御することによ り、バ ッテ リ 1 1 4 を適切 に

充電する。受電用演算制御部 1 1 8 は、バ ッテ リ 1 1 4 が満充電状態 とな つ

た ことを検知すると、図示 しない表示器等 によってバ ッテ リ 1 1 4 が満充電

状態 にな った ことを通知する。そ して、運転者 は、図示 しない表示器等 によ

リ満充電状態 とな った ことを認識すると、車両 M を運転 して、地上給電装置

S の設置場所か ら移動する。



[01 2 1 ] 一方、地上給電装置 S の給電用制御部 1 1 0 は、無線通信部 1 0 9 による車

両 M の無線通信部 1 1 7 との通信結果 （あるいは不図示の音波センサゃ光セ

ンサ等の位置センサの出力）か ら車両 M が移動 した ことを検知すると、給電

回路 1 0 3 の制御 を停止すると共 に、 ガス給排気機構 1 0 8 を制御 して第 1

袋体 1 0 5 及び第 2 袋体 1 0 7 に加 えて、第 3 袋体 1 2 1 を完全 に収縮 させ

る。

[01 22] 本実施形態 によれば、 ガスを供給することによ り第 3 袋体 1 2 1 を膨張ある

いは収縮 させて、 中継 コイル 1 0 6 を水平方向に移動 させ ることによって、

従来 よ りも効率良 く非接触給電することが可能 になる。

[01 23] 〔第 5 実施形態〕

次 に、第 5 実施形態 に係 る非接触給電シ ス テ ム について説明する。

本第 5 実施形態 に係 る非接触給電シ ス テ ム は、第 1 袋体 1 0 5 に代わ って、

内部が給電コイル 1 0 4 と受電コイル 1 1 1 とを結ぶ方向か ら見て分割 され

た第 1 袋体 1 2 2 (図 9 A 及び 9 B 参照）を備 え、第 1 袋体 1 2 2 の各分割

領域 1 2 2 a 、 1 b 1 2 2 c に対 してガス給排気機構 1 0 8 か らガス

を供給する点において、上記第 3 実施形態 と相違する。 これ以外の構成要素

については第 3 実施形態 と同様である。 よって、第 5 実施形態 において第 3

実施形態 と同様の構成要素 については説明を省略する。

[01 24] 第 1 袋体 1 2 2 は、 内部が給電コイル 1 0 4 と受電コイル 1 1 1 とを結ぶ方

向か ら見て例 えば 3 つ （分割領域 1 2 2 a 、 1 b 1 c ) に分割 さ

れている。 また、第 1 袋体 1 2 2 の各分割領域 1 2 2 a 、 1 b 1 2 2

c は、密閉されてお り、 ガス給排気機構 1 0 8 か らガス （例 えば空気）が供

給 されると、膨張 して中継 コイル 1 0 6 を上方向に持ち上 げると共 に、膨張

の違いによって中継 コイル 1 0 6 の傾 きを変化 させ る。

[01 25] ガス給排気機構 1 0 8 は、第 1 袋体 1 2 2 の各分割領域 1 2 2 a 、 1 b

、 1 2 2 c 及び第 2 袋体 1 0 7 内にガ ス を供給すると共 に第 1 袋体 1 2 2 の

各分割領域 1 2 2 a 、 1 b 1 2 2 c 及び第 2 袋体 1 0 7 か らガ ス を排

気する。つまり、 ガス給排気機構 1 0 8 は、第 1 袋体 1 2 2 の各分割領域 1



2 2 a 、 1 b 1 2 2 c 及び第 2 袋体 1 0 7 にそれぞれ接続 されている

4 本の給排気管 を有 している。

[01 26] 次 に、 このように構成 された本第 5 実施形態の動作 について説明する。なお

、第 3 実施形態 と同様の動作 については説明を省略する。

給電用制御部 1 1 0 は、第 2 袋体 1 0 7 が完全 に膨張すると、 ガス給排気機

構 1 0 8 による第 1 袋体 1 2 2 の各分割領域 1 2 2 a 、 1 b 1 c

へのガスの供給 を開始 させ ると共 に、給電回路 1 0 3 に微小電力の給電動作

を開始 させ る。

[01 27] そ して、給電用制御部 1 1 0 は、無線通信部 1 0 9 が受信 した電力量通知 に

基づいて第 1 袋体 1 2 2 の各分割領域 1 2 2 a 、 1 2 2 b 、 1 c を膨張

あるいは収縮するようにガス給排気機構 1 0 8 を制御する。つまり、給電用

制御部 1 1 0 は、電力量通知 によって示 される電力量の上昇が停止するまで

、各第 3 袋体 1 2 1 を膨張あるいは収縮するようにガス給排気機構 1 0 8 を

制御する。

[01 28] これによ り、 中継 コイル 1 0 6 は、分割領域 1 2 2 a 、 1 b 1 c

によって給電コイル 1 0 4 と車両 M の受電コイル 1 1 1 との間で移動すると

共 に、各分割領域 1 2 2 a 、 1 b 1 2 2 c の膨張の違いによって中継

コイル 1 0 6 の傾 きが変化 して、第 3 袋体 1 2 1 の膨張あるいは収縮の停止

によって、伝送効率が最適 となる位置で停止する。

[01 29] 続 いて、給電用制御部 1 1 0 は、給電回路 1 0 3 に給電動作 を開始 させ る。

ここで、 中継 コイル 1 0 6 が給電コイル 1 0 4 と受電コイル 1 1 1 との間の

伝送効率が最適 となる位置 にあるので、給電コイル 1 0 4 か ら受電コイル 1

に高い伝送効率で電力が供給 される。

[01 30] —方、車両 M の受電用演算制御部 1 1 8 は、バ ッテ リ 1 1 4 の充電状態 を監

視 しなが ら充電回路 1 1 3 を制御することによ り、バ ッテ リ 1 1 4 を適切 に

充電する。受電用演算制御部 1 1 8 は、バ ッテ リ 1 1 4 が満充電状態 とな つ

た ことを検知すると、図示 しない表示器等 によってバ ッテ リ 1 1 4 が満充電

状態 にな った ことを通知する。そ して、運転者 は、図示 しない表示器等 によ



リ満充電状態 とな った ことを認識すると、車両 M を運転 して、地上給電装置

S の設置場所か ら移動する。

[01 3 1 ] 一方、地上給電装置 S の給電用制御部 1 1 0 は、無線通信部 1 0 9 による車

両 M の無線通信部 1 1 7 との通信結果 （あるいは不図示の音波センサゃ光セ

ンサ等の位置センサの出力）か ら車両 M が移動 した ことを検知すると、給電

回路 1 0 3 の制御 を停止すると共 に、 ガス給排気機構 1 0 8 を制御 して第 1

袋体 1 2 2 の各分割領域 1 2 2 a 、 1 2 2 b 、 1 c 及び第 2 袋体 1 0 7

を完全 に収縮 させ る。

[01 32] 本実施形態 によれば、 ガスを供給することによ り第 1 袋体 1 2 2 の各分割領

域 1 2 2 a 、 1 b 1 2 2 c を膨張あるいは収縮 させて、 中継 コイル 1

0 6 の傾 きを変化 させ ることによって、従来 よ りも効率良 く非接触給電する

ことが可能 になる。

[ 0 133] なお、本発明は上記実施形態 に限定されることな く、例 えば以下のような変

形が考 え られる。

( 1 ) 上記第 3 〜第 5 実施形態 において、第 1 袋体 1 0 5 、 中継 コイル 1 0

6 、第 2 袋体 1 0 7 、 ガス給排気機構 1 0 8 、第 3 袋体 1 2 1 及び第 1 袋体

1 2 2 は、地上給電装置 S に付属 しているが、車両 M に付属するように して

もよい。

[01 34] ( 2 ) 上記第 3 〜第 5 実施形態 において、 中継 コイル 1 0 6 は 1 つであるが

、本発明はこれに限定されない。例 えば、給電コイル 1 0 4 と受電コイル 1

1 1 との間が遠 く、 1 つの中継 コイル 1 0 6 では十分 に非接触給電すること

がで きない距離である場合 には、複数の中継 コイル 1 0 6 を給電コイル 1 0

4 と受電コイル 1 1 1 とを結ぶ方向に連ねて配置 してもよい。その場合 には

、各 中継 コイル 1 0 6 に対 して第 1 袋体 1 0 5 、第 3 袋体 1 2 1 あるいは第

1 袋体 1 2 2 を設 ける。

[01 35] ( 3 ) 上記第 3 〜第 5 実施形態では、給電コイル 1 0 4 、 中継 コイル 1 0 6

及び受電コイル 1 1 1 が コイル軸 を上下方向 と した姿勢で設 け られた非接触

給電システムに本発明を適用 しているが、本発明はこれに限定されない。例



えば、給電コイル 1 0 4 、 中継 コイル 1 0 6 及び受電コイル 1 1 1 が コイル

軸 を水平方向 と した姿勢 （水平姿勢）あるいは傾斜 した姿勢で設 け られた非

接触給電システムに本発明を適用 してもよい。

[01 36] ( 4 ) 上記第 3 〜第 5 実施形態では、給電装置が地面 に埋設 された地上給電

装置 S であ り、受電装置が地上 を走行する車両 M である。 しか しなが ら、本

発明はこれに限定されない。例 えば、給電装置が水 中に設置 された水 中給電

装置であ り、受電装置が水 中を移動する水 中航走体であ ってもよい。 また、

上記水 中航走体は、水 中の水質な どを調査する場合 には、水質データを外部

に取 り出さなければな らない。 この場合、水 中航走体及び水 中給電装置 に設

け られた第 1 袋体 1 0 5 、第 2 袋体 1 0 7 、第 3 袋体 1 2 1 及び第 1 袋体 1

2 2 いずれかの内部 に通信 アンテナを設 け、通信 アンテナを介 して水質デ一

タを外部 に取 り出 してもよい。

[01 37] つ ま り、通信ケーブル を介 して水 中給電装置 を地上の水質データ管理装置等

に有線接続 し、水 中航走体が電力伝送時 （バ ッテ リ 1 1 4 の充電時）に通信

アンテナを介 して水質データを水 中給電装置へ無線送信 し、水 中給電装置が

通信 アンテナを介 して水 中航走体か ら受信 した水質データを水質データ管理

装置等へ有線送信 してもよい。 また、第 1 袋体 1 0 5 、第 2 袋体 1 0 7 、第

3 袋体 1 2 1 あるいは第 1 袋体 1 2 2 内に供給する流体は、 ガス体以外に液

体でもよい。特 に磁界共鳴方式の場合、 この液体はコイルや各袋体 を傷めな

い性質のものであればイオ ン性のある液体 （例 えば塩水）でもよ く、蒸留水

やアル コール等でもよい。特 にガス と液体の比重が異なるので、 ガス と液体

とを併用することで、給電装置ゃ受電装置の重量のバ ランスを調節すること

がで きる。

[01 38] 〔第 6 実施形態〕

本第 6 実施形態 に係 る非接触給電システムは、図 1 0 に示すように、地面 G

に埋設 された地上給電装置 S (給電装置）及び地上給電装置 S か ら給電を受

ける車両 M (受電装置）を備 えている。 この非接触給電システムは、非接触

給電方式の 1 つである磁界共鳴方式に基づいて地上給電装置 S か ら車両 M に



電力を非接触給電する。

[01 39] 地上給電装置 S は、例えば交差点または踏切 における停車位置、あるいは駐

車場の駐停車位置等に埋設され、 これ ら駐停車位置に駐停車 した車両 M に対

して非接触給電を行 う。 この地上給電装置 S は、図 1 0 に示すように、電源

2 0 1 、整流回路 2 0 2 、給電回路 2 0 3 、給電コイル 2 0 4 、袋体 （第 1

袋体） 2 0 5 、スぺ一サ 2 0 6 、 ガス給排気機構 2 0 7 及び給電用制御部 2

0 8 を備えている。なお、ガス給排気機構 2 0 7 は、本実施形態におけるガ

ス供給手段である。

[0140] 電源 2 0 1 は、車両 Mへの給電に必要 となる交流電力を整流回路 2 0 2 に供

給する交流電源で、電源 2 0 1 の出力端は整流回路 2 0 2 の入力端 に接続さ

れている。 この電源 2 0 1 は、例えば 2 0 0 V または 4 0 0 V 等の三相交流

電力、あるいは 1 0 0 V の単相交流電力を供給する系統電源や発電装置であ

る。

[0141 ] 整流回路 2 0 2 の入力端は電源 2 0 1 に接続され、出力端は給電回路 2 0 3

に接続されている。 この整流回路 2 0 2 は、電源 2 0 1 か ら供給される交流

電力を整流 して直流電力に変換 し、直流電力を給電回路 2 0 3 に出力する。

なお、電源 2 0 1 と して太陽電池等の直流電源 を使用 し、整流回路 2 0 2 を

省略 （つまり直流電源か ら給電回路 2 0 3 に直流電力を供給） してもよい。

なお、電源 2 0 1 及び整流回路 2 0 2 を給電回路 2 0 3 か ら離 し、地面 G に

埋設せず設置 してもよい。

[0142] 給電回路 2 0 3 の入力端は整流回路 2 0 2 に接続され、出力端は給電コイル

2 0 4 の両端 に接続されている。 この給電回路 2 0 3 は、給電コイル 2 0 4

と給電側共振回路 を構成する共振用コンデンサを備え、給電用制御部 2 0 8

か ら入力される制御指令 に基づいて整流回路 2 0 2 か ら供給された直流電力

を電源 2 0 1 の交流電力よりも周波数が高い交流電力 （高周波電力）に変換

して給電コイル 2 0 4 に供給する一種のインバ一タである。 また、給電回路

2 0 3 は、駐停車位置の地面 G の上に設置され、可撓性 を有する電気ケープ

ルによって給電コイル 2 0 4 と接続されている。なお、給電回路 2 0 3 は、



地面Gの上ではなく、地面Gに埋設されていてもよいし、可撓性を有する電

気ケ一プルを延長 して給電回路 2 0 3 を地面Gから離 して設置 してもよい。

[0143] 給電コイル 2 0 4 は、サ一キユラ一型コイルあるいはソレノイ ド型コイルで

あり、サ一キユラ一型コイルの場合にはコイル軸を上下方向 （垂直方向）と

した姿勢、ソレノィ ド型コイルの場合にはコイル軸を水平方向とした姿勢、

かつ、露出した状態あるいはプラスチックス、繊維強化プラスチックス、セ

ラミックスまたはこれらの複合材等の非磁性かつ非導電性材料によってモ一

ル ドされた状態で袋体 2 0 5 によって支持されている （図 1 1 A 、図 1 1 B

及び図 1 2 参照）。この給電コイル 2 0 4 の両端は給電回路 2 0 3 の出力端

に接続されており、給電コイル 2 0 4 は、給電回路 2 0 3 から高周波電力が

供給されることにより磁界を発生することによって車両Mに対 して非接触で

給電を行う。

[0144] 袋体 2 0 5 は、ゴム等の伸縮自在な弾性材を膜状に成形 した一種の風船であ

り、地面Gの上に設置されている。また、袋体 2 0 5 は、上側 2 0 5 a に給

電コイル 2 0 4 をその一方の端面 （下面）を接するように設置することによ

り、給電コイル 2 0 4 を支持 している （図 1 1 A 、図 1 1 B及び図 1 2 参照

) 。この袋体 2 0 5 は、密閉されており、ガス給排気機構 2 0 7 からガス （

例えば空気）が供給されると、膨張 して給電コイル 2 0 4 を上方向に持ち上

げることによって、給電コイル 2 0 4 を後述する車両Mの受電コイル 2 1 1

に向けて移動させる。

[0145] スぺ一サ 2 0 6 は、例えばプラスチック等の非磁性かつ非導電性の非接触給

電の効率を低下させない特定の硬さを有する板状の部材であり、給電コイル

2 0 4 の他方の端面 （上面）の上に配置され、給電コイル 2 0 4 によって支

持されている （図 1 1 A 、図 1 1 B及び図 1 2 参照）。ここで、特定の硬さ

とは、袋体 2 0 5 が膨張 してスぺ一サ 2 0 6 を受電コイル 2 1 1 に押 しつけ

ているときに、ほとんど変形 しない程度の硬さを意味する。スぺ一サ 2 0 6

は、給電コイル 2 0 4 と車両Mの受電コイル 2 1 1 との間の非接触給電の伝

送効率が最適となる距離と同等の厚さに形成されている。



また、受電コイル 2 1 1 に当接 したときに姿勢が安定 し、かつ上面 2 0 6 a

上を車両Mが通過する際に邪魔とならないように、スぺ一サ 2 0 6 の上面 2

0 6 a は平 らに形成されている。

[0146] ガス給排気機構 2 0 7 は、給電用制御部 2 0 8 から入力される制御指令に基

づいて袋体 2 0 5 内にガスを供給すると共に袋体 2 0 5 からガスを排気する

—種のポンプである。このガス給排気機構 2 0 7 では、袋体 2 0 5 にガスを

供給するポンプの供給口に圧力計が設けられており、圧力計による検出結果

(検出信号）を給電用制御部 2 0 8 に出力する。また、ガス給排気機構 2 0

7 は、ガスを排気するために給電用制御部 2 0 8 からの指令により開閉可能

なバルブ、たとえば電気信号により開閉可能なバルブを有する。

[0147] 給電用制御部 2 0 8 は、マイクロプロセッサやメモリ等を備え、給電用制御

プログラムに基づいて機能するソフ 卜ウェア型制御装置であり、給電回路 2

0 3 及びガス給排気機構 2 0 7 を制御する。この給電用制御部 2 0 8 の処理

の詳細については後述する。

[0148] 車両Mは、運転者によって運転されて道路上を走行する自動車であり、例え

ばバッテ リを動力源として走行する電気自動車やハイプリッド自動車である

。この車両Mは、図 1 0 に示すように、受電コイル 2 1 1、受電回路 2 1

、充電回路 2 1 3 、バッテ リ2 1 4 及び受電用制御部 2 1 5 を備えている。

なお、図 1 0 では省略 しているが、車両Mは、走行モータ、操作ハ ン ドル及

びブレーキ等、またハイプリッド自動車の場合にはエンジンといった走行に

必要な構成要素を当然に具備する。

[0149] 受電コイル 2 1 1 は、サ一キユラ一型コイルあるいはソレノイ ド型コイルで

あり、給電コイル 2 0 4 と対向 し、かつ給電コイル 2 0 4 との間で高効率な

非接触給電が可能なように、サ一キユラ一型コィルの場合にはコィル軸が上

下方向 （垂直方向）となる姿勢、ソレノイ ド型コイルの場合にはコイル軸が

水平かつ給電コイル 2 0 4 のコイル軸と平行になる姿勢で車両Mの底部に設

けられている。この受電コイル 2 1 1 の両端は受電回路 2 1 2 の入力端に接

続されており、給電コイル 2 0 4 の磁界が作用すると電磁誘導によって起電



力を発生 し、 この起電力を受電回路 2 1 2 に出力する。給電コイル 2 0 4 と

受電コイル 2 1 1 は、 いずれも同一形式、すなわち、 いずれもサ一キユラ一

型 コイル とするか、 いずれもソ レノイ ド型 コイル とするか、のいずれか とす

るが、給電コイル 2 0 4 と受電コイル 2 1 1 の大 きさ、形状 は、高効率な非

接触給電が可能であれば、 同一でも異な っていてもよい。

[01 50] 受電回路 2 1 2 の入力端 は受電コイル 2 1 1 の両端 に接続 され、 出力端 は充

電回路 2 1 3 の入力端 に接続 されている。 この受電回路 2 1 2 は、受電コィ

ル 2 1 1 と受電側共振回路 を構成する共振用 コンデ ンサを備 え、受電コイル

1 1 か ら供給 された交流電力を直流電力に変換 して充電回路 2 1 3 に供給

する一種の整流回路である。なお、高効率な非接触給電が可能なように、受

電回路 2 1 2 の共振用 コンデ ンサの静電容量は、上記給電側共振回路の共振

周波数 と受電側共振回路の共振周波数 とが同一 も しくはほぼ同一周波数 にな

るように設定されている。

[01 5 1 ] 充電回路 2 1 3 は、受電回路 2 1 2 か ら供給 される電力 （直流電力）をバ ッ

テ リ2 1 4 の充電に適 した電圧 に変換 してバ ッテ リ2 1 4 に充電する一種の

D C - D C コンバータで、その入力端 は受電回路 2 1 2 の出力端 に接続 され

、 出力端 はバ ッテ リ2 1 4 の入力端 に接続 されている。バ ッテ リ2 1 4 は、

車両 M に搭載 された再充電が可能な電池 （例 えば、 リチウムイオ ン電池や二

ッケル水素電池等の二次電池）であ り、図示 しない走行モータ等 に駆動電力

を供給する。受電用制御部 2 1 5 は、マイクロプロセ ッサやメモ リ等 を備 え

、受電用制御 プログラムに基づいて機能するソフ 卜ウェア型制御装置であ り

、充電回路 2 1 3 を制御する。

[ 0 152] 次 に、 このように構成 された本非接触給電システムの動作 について説明する

最初 に、非給電時における車両 M及び地上給電装置 S の動作 について説明す

る。車両 M の受電用制御部 2 1 5 は、非給電時 （例 えば運転者 による車両 M

の通常運転時）に、充電回路 2 1 3 を停止させ る。一方、地上給電装置 S の

給電用制御部 2 0 8 は、非給電時、つまり給電対象である車両 M が駐停車位



置 に停車 していない時に、給電回路 2 0 3 を停止すると共 に、袋体 2 0 5 が

完全 に収縮するようにガス給排気機構 2 0 7 に袋体 2 0 5 内のガスを排気さ

せ る。 これは、 ガス排気用の開閉可能なバル ブを開 くことで実現で きる。

[01 53] その後、運転者 は、車両 M を運転 して、地上給電装置 S の設置場所 まで車両

M を移動 させて停車 させ る。車両 M の受電用制御部 2 1 5 は、不図示の音波

センサあるいは光センサ等の位置センサの出力か ら地上給電装置 S の設置位

置 を把握する。受電用制御部 2 1 5 は、上記のように音波センサあるいは光

センサ等の位置センサの出力か ら地上給電装置 S の上方 まで移動 した ことを

検知すると、充電回路 2 1 3 に充電動作 を開始 させ る。ただ し、非接触給電

が開始 されてお らず、受電回路 2 1 2 か らの出力はゼ ロなので、充電回路 2

1 3 の出力 もゼ ロであ り、バ ッテ リ2 1 4 に電力は供給 されない。

[01 54] —方、地上給電装置 S の給電用制御部 2 0 8 は、車両 M と同 じく不図示の音

波センサあるいは光センサ等の位置センサの出力か ら車両 M の位置 を把握す

る。給電用制御部 2 0 8 は、音波センサあるいは光センサ等の位置センサの

出力か ら地上給電装置 S の上方 に車両 M が移動 して きた ことを検知すると、

袋体 2 0 5 が膨張するようにガス給排気機構 2 0 7 にガスを供給 させ る。な

お、 ガスを排気するための開閉可能なバル プは閉 じてお く。

[01 55] ここで、給電用制御部 2 0 8 は、 ガス給排気機構 2 0 7 の圧力計か ら入力さ

れる検 出信号 に基づいてガス給排気機構 2 0 7 を制御する。つまり、給電用

制御部 2 0 8 は、圧力計 による検 出結果が特定の圧力 となるまで、 ガス給排

気機構 2 0 7 にガスを供給 させ る。 これによ り、給電コイル 2 0 4 は、膨張

した袋体 2 0 5 によって上方向に持ち上 げ られて、受電コイル 2 1 1 に向か

つて移動する。

[01 56] そ して、給電用制御部 2 0 8 は、特定の圧力 となると、 ガスの供給 を停止す

る。 ここで、特定の圧力 とは、袋体 2 0 5 の材料の弾性率で決 まる圧力であ

り、袋体 2 0 5 が変形せず、継続 してガスを供給 し続 けると袋体 2 0 5 の弾

性限界 を超 え、破損 して しまうような圧力である。 この結果、図 1 2 に示す

ように、スぺ一サ 2 0 6 の上面 2 0 6 a が車両 M の受電コイル 2 1 1 に当接



した状態 とな り、給電コイル 2 0 4 と受電コイル 2 1 1 とは、スぺ一サ 2 0

6 を隔てて対向配置 される。つまり、給電コイル 2 0 4 と受電コイル 2 1 1

とは、磁界共鳴方式における伝送効率が最適 となるような距離 を空 けて対向

配置 された状態 となる。

[01 57] 続 いて、給電用制御部 2 0 8 は、給電回路 2 0 3 に給電動作 を開始 させ る。

ここで、給電コイル 2 0 4 と受電コイル 2 1 1 とが磁界共鳴方式における伝

送効率が最適 となるような距離 を空 けて対向配置 された状態であるので、給

電コイル 2 0 4 か ら受電コイル 2 1 1 に高い伝送効率で電力が供給 される。

その結果、受電回路 2 1 2 か ら電力が出力されるようにな り、充電回路 2 1

3 はバ ッテ リ2 1 4 へ電力供給 を開始 し、バ ッテ リの充電が開始 される。

[01 58] —方、車両 M の受電用制御部 2 1 5 は、バ ッテ リ2 1 4 の充電状態 を監視 し

なが ら充電回路 2 1 3 を制御することによ り、バ ッテ リ2 1 4 を適切 に充電

する。受電用制御部 2 1 5 は、バ ッテ リ2 1 4 が満充電状態 とな った ことを

検知すると、図示 しない表示器等 によってバ ッテ リ2 1 4 が満充電状態 にな

つた ことを通知する。すると、地上給電装置 S の給電用制御部 2 0 8 は、給

電回路 2 0 3 の制御 を停止すると共 に、 ガス給排気機構 2 0 7 を制御 して袋

体 2 0 5 を完全 に収縮 させ る。た とえば、ポ ンプを停止 し、かつ、 ガス排気

用の開閉可能なバル プを開 くことによ り、袋体 2 0 5 内のガスを抜 き、完全

に収縮 させ る。運転者 は、図示 しない表示器等 によ り満充電状態 とな り、か

つ袋体 2 0 5 が完全 に収縮 した ことを認識すると、車両 M を運転 して、地上

給電装置 S の設置場所か ら移動する。

[01 59] 一方、袋体 2 0 5 が膨張 した状態で運転者が車両 M を運転 して地上給電装置

S の設置場所か ら移動 した場合 には、地上給電装置 S の給電用制御部 2 0 8

は、不図示の音波センサあるいは光センサ等の位置センサの出力か ら車両 M

が移動 した ことを検知すると、給電回路 2 0 3 の制御 を停止すると共 に、 ガ

ス給排気機構 2 0 7 を制御 して袋体 2 0 5 を完全 に収縮 させ、スぺ一サ 2 0

6 と受電コイル 2 1 1 との当接 を防止する。例 えば、ポ ンプを停止 し、かつ

、 ガス排気用の開閉可能なバル プを開 くことによ り、袋体 2 0 5 内のガスを



抜 き、完全 に収縮 させ る。 これによ り、給電回路 2 0 3 ゃ受電回路 2 1 2 の

電気的損傷、袋体 2 0 5 や給電コイル 2 0 4 ゃ受電コイル 2 1 1 の機械 的損

傷 が防止される。

[01 60] 本実施形態 によれば、袋体 2 0 5 を膨張 させ ることで、スぺ一サ 2 0 6 を介

して給電コイル 2 0 4 と受電コイル 2 1 1 とを伝送効率が最適 となるような

距離 を空 けて対向配置 された状態で非接触給電することがで きる。 しかも、

車両 Mがサスペ ンシ ョンを有 し、充電中に上下動 した場合でも、袋体 2 0 5

内のガスも弾性 を有 し袋体 2 0 5 の変形 を許容するため、スぺ一サ 2 0 6 や

給電コイル 2 0 4 ゃ受電コイル 2 1 1 に過大な力が加わ り機械 的に損傷 する

ことが防止される。 また、本実施形態 によれば、車高調整機構 を設 けないこ

とで車両 Mの低価化及び構成の簡潔化が可能であ り、 またハイ 卜センサを設

けないため、 はねた泥や石等の異物 によってハイ 卜センサが汚損あるいは破

損することもない。

[ 0 16 1 ] 〔第 7 実施形態〕

次 に、第 7 実施形態 に係 る非接触給電システムについて説明する。

本第 7 実施形態 に係 る非接触給電システムは、図 1 3 六及び 1 3 B に示すよ

うに、給電回路 2 0 3 が地面 G に埋設 される点 と、袋体 2 0 5 が駐停車位置

(車両 Mが停車 し得 る場所）の地面 Gの上 に代 えて地面 G に設 け られた凹部

C 内に設置 される、つまり給電コイル 2 0 4 、袋体 2 0 5 及びスぺ一サ 2 0

6 が凹部 C 内に収容 される点 と、新たに移動規制部 2 0 9 を凹部 C 内に備 え

た点において、上記第 6 実施形態 と相違する。 これ以外の構成要素 について

は第 6 実施形態 と同様である。 よって、第 7 実施形態 において第 6 実施形態

と同様の構成要素 については説明を省略する。

[01 62] 給電回路 2 0 3 は、第 6 実施形態 と同様、給電用制御部 2 0 8 か ら入力され

る制御指令 に基づいて整流回路 2 0 2 か ら供給 された直流電力を交流電力 （

高周波電力）に変換 して給電コイル 2 0 4 に供給する一種のインバ一タであ

り、可撓性 を有する電気ケ一プル によって給電コイル 2 0 4 に接続 されてい

る。 また、給電回路 2 0 3 は、第 6 実施形態 と異な り、凹部 C 近傍の地面 G



に埋設 されている。

[01 63] 給電コイル 2 0 4 は、第 6 実施形態 と同様、給電回路 2 0 3 か ら高周波電力

が供給 されることによ り磁界 を発生することによって車両 M に対 して非接触

で給電を行 うサ一キユラ一型 コイルあるいはソ レノィ ド型 コイルである。 ま

た、給電コイル 2 0 4 は、第 6 実施形態 と異な り、袋体 2 0 5 の収縮時に凹

部 C 内に収容 される。

[01 64] 袋体 2 0 5 は、第 6 実施形態 と同様、上側 2 0 5 a に給電コイル 2 0 4 がそ

の一方の端面 （下面）を接するように配置することによ り、給電コイル 2 0

4 を支持 している。そ して、 ガス給排気機構 2 0 7 か らガスが供給 されると

、袋体 2 0 5 が膨張 して給電コイル 2 0 4 を上方向に持ち上 げることによつ

て、給電コイル 2 0 4 を受電コイル 2 1 1 に向けて移動 させ る。 また、袋体

2 0 5 は、第 6 実施形態 と異な り、地面 G に代わ って、凹部 C の底 に設置 さ

れている。

[01 65] スぺ一サ 2 0 6 は、第 6 実施形態 と同様、給電コイル 2 0 4 の他方の端面 （

上面）の上 に配置 され、給電コイル 2 0 4 と車両 Mの受電コイル 2 1 1 との

伝送効率が最適 となる距離 と同 じ厚 さに形成 されている。 また、スぺ一サ 2

0 6 は、第 6 実施形態 と異な り、袋体 2 0 5 の収縮時に凹部 C 内に収容 され

る。

[01 66] 移動規制部 2 0 9 は、給電コイル 2 0 4 の周面 に対向する凹部 C の内側面 に

設置 され、凹部 C 内に収容 される給電コイル 2 0 4 の水平方向への移動 を規

制する。給電コイル 2 0 4 は、車両 Mの車輪が凹部 C 上 を通過する際、車輪

がスぺ一サ 2 0 6 に当接することで車両 M に引 きず られて凹部 C 内を移動す

る。移動規制部 2 0 9 は、 このように給電コイル 2 0 4 が車両 M に引 きず ら

れて移動することを規制する。 この移動規制部 2 0 9 は、例 えばゴムゃスポ

ンジ等の弾性部材か らなる。

[01 67] 次 に、 このように構成 された本第 7 実施形態の動作 について説明する。な

お、第 6 実施形態 と同様の動作 については説明を省略する。

地上給電装置 S の給電用制御部 2 0 8 は、不図示の音波センサあるいは光



センサ等の位置センサの出力か ら地上給電装置 S の上方 に車両 M が移動 して

きた ことを検知すると、袋体 2 0 5 が完全 に膨張するようにガス給排気機構

2 0 7 にガスを供給 させ る。

[01 68] ここで、給電用制御部 2 0 8 は、 ガス給排気機構 2 0 7 の圧力計か ら入力さ

れる検 出信号 に基づいてガス給排気機構 2 0 7 を制御する。つまり、給電用

制御部 2 0 8 は、圧力計 による検 出結果が特定の圧力 となるまで、 ガス給排

気機構 2 0 7 にガスを供給 させ る。 これによ り、給電コイル 2 0 4 は、膨張

した袋体 2 0 5 によって上方向に持ち上 げ られて、受電コイル 2 1 1 に向か

つて移動する。

[01 69] そ して、給電用制御部 2 0 8 は、特定の圧力 となると、 ガスの供給 を停止す

る。 この結果、図 1 3 B に示すように、スぺ一サ 2 0 6 の上面 2 0 6 a が車

両 M の受電コイル 2 1 1 に当接 した状態 とな り、給電コイル 2 0 4 と受電コ

ィル 2 1 1 とは、スぺ一サ 2 0 6 を隔てて対向配置 される。つまり、給電コ

ィル 2 0 4 と受電コイル 2 1 1 とは、磁界共鳴方式における伝送効率が最適

となる距離 を空 けて対向配置 される。

[01 70] 続 いて、給電用制御部 2 0 8 は、給電回路 2 0 3 に給電動作 を開始 させ る。

ここで、給電コイル 2 0 4 と受電コイル 2 1 1 とが磁界共鳴方式における伝

送効率が最適 となる距離 を空 けて対向配置 されているので、給電コイル 2 0

4 か ら受電コイル 2 1 1 に高い伝送効率で電力が供給 される。

[01 7 1 ] —方、車両 M の受電用制御部 2 1 5 は、バ ッテ リ2 1 4 の充電状態 を監視 し

なが ら充電回路 2 1 3 を制御することによ り、バ ッテ リ2 1 4 を適切 に充電

する。受電用制御部 2 1 5 は、バ ッテ リ2 1 4 が満充電状態 とな った ことを

検知すると、図示 しない表示器等 によってバ ッテ リ2 1 4 が満充電状態 にな

つた ことを通知する。そ して、運転者 は、図示 しない表示器等 によ り満充電

状態 とな った ことを認識すると、車両 M を運転 して、地上給電装置 S の設置

場所か ら移動する。

[01 72] ここで、給電回路 2 0 3 が地面 G に埋設 され、かつ給電コイル 2 0 4 、袋体

2 0 5 及びスぺ一サ 2 0 6 が凹部 C 内に収容 されているので、車両 M の車輪



等が給電回路 2 0 3 、給電コイル 2 0 4 、袋体 2 0 5 及びスぺ一サ 2 0 6 に

衝突することを回避で きる。 また、車両 M の車輪が凹部 C 上 を通過 した場合

でも、移動規制部 2 0 9 によって給電コイル 2 0 4 の水平方向への移動が規

制 されているので、給電コイル 2 0 4 が車両 M によって引 きず られることを

回避で きる。

[01 73] 本実施形態 によれば、袋体 2 0 5 を膨張 させ ることで、スぺ一サ 2 0 6 を

介 して給電コイル 2 0 4 と受電コイル 2 1 1 とを伝送効率が最適 となる距離

を空 けて対向配置で きる。 また、本実施形態 によれば、車高調整機構 を設 け

ないことで車両の低価化及び構成の簡潔化が可能であ り、 またハイ 卜センサ

を設 けないため、 はねた泥や石等の異物 によってハイ 卜センサが汚損あるい

は破損することもない。

[01 74] また、本実施形態 によれば、給電回路 2 0 3 が地面 G に埋設 され、かつ給電

コイル 2 0 4 、袋体 2 0 5 及びスぺ一サ 2 0 6 が凹部 C 内に収容 されること

によって、車両 M の車輪等が給電回路 2 0 3 、給電コイル 2 0 4 、袋体 2 0

5 及びスぺ一サ 2 0 6 に衝突することを回避で きるので、車両 M の走行の邪

魔 にな らない。 また、本実施形態 によれば、車両 M の車輪が凹部 C 上 を通過

した場合でも、移動規制部 2 0 9 によって給電コイル 2 0 4 の水平方向への

移動が規制 されているので、給電コイル 2 0 4 が車両 M によって引 きず られ

ることを回避で きる。

[ 0 175] なお、本発明は上記実施形態 に限定されることな く、例 えば以下のような変

形が考 え られる。

( 1 ) 上記第 6 、第 7 実施形態 において、スぺ一サ 2 0 6 を着脱可能 に して

もよい。例 えば、磁界共鳴方式の非接触給電において、給電コイル 2 0 4 と

受電コイル 2 1 1 との伝送効率の高い距離が異なる複数の規格が存在する場

合 （た とえば、受電コイル 2 1 1 の大 きさや形状が規格 によって異なる場合

) 、規格 に応 じて厚 さの異なるスぺ一サ 2 0 6 に取 り換 えてもよい。

[01 76] ( 2 ) 上記第 6 、第 7 実施形態は、給電コイル 2 0 4 がサ一キユラ一型 コィ

ルの場合 にはコイル軸 を上下方向 と した姿勢で、 ソ レノィ ド型 コイルの場合



にはコイル軸 を水平方向 と した姿勢で設 け られた地上給電装置 S を備 えた非

接触給電システムに本発明を適用 したものであるが、本発明はこれに限定さ

れない。例 えば、給電コイル 2 0 4 がサ一キユラ一型 コイルの場合 に、 コィ

ル軸 を水平方向 と した姿勢 （水平姿勢）あるいは傾斜 した姿勢で設 け られた

地上給電装置 S を備 える非接触給電システムに本発明を適用 してもよい。つ

まり、水平姿勢あるいは傾斜 した姿勢の給電コイル 2 0 4 の一方の端面 にス

ぺ一サ 2 0 6 を設置 し、給電コイル 2 0 4 を取 り付 けるための壁 と給電コィ

ル 2 0 4 の他方の端面 との間に袋体 2 0 5 を設置 してもよい。

[01 77] ( 3 ) 上記第 6 、第 7 実施形態では、スぺ一サ 2 0 6 は、板状部材であるが

、本発明 これに限定されない。例 えば、スぺ一サ 2 0 6 は、給電コイル 2 0

4 と車両 M の受電コイル 2 1 1 との伝送効率が最適 となる距離 と同 じ高さの

棒状部材であ ってもよい。 また、上記第 6 、第 7 実施形態では、袋体 2 0 5

が膨張 した際、スぺ一サ 2 0 6 が受電コイル 2 1 1 に当接 しているが、スぺ

—サ 2 0 6 が車両 M の底面 に当接 してもよい。例 えば、給電コイル 2 0 4 の

周面 に棒状のスぺ一サ 2 0 6 を垂直姿勢で設置 し、スぺ一サ 2 0 6 が車両 M

の底面 に当接 した際に、給電コイル 2 0 4 と受電コイル 2 1 1 とが伝送効率

が最適 となる距離 を空 けて対向配置 された状態 に してもよい。

[01 78] ( 4 ) 上記第 6 、第 7 実施形態では、給電装置が地面 に埋設 された地上給電

装置 S であ り、受電装置が地上 を走行する車両 M である。本発明はこれに限

定されない。例 えば、給電装置が水 中に設置 された水 中給電装置であ り、受

電装置が水 中を移動する水 中航走体であ ってもよい。 また、上記水 中航走体

は、水 中の水質な どを調査する場合 には、水質データを外部 に取 り出さなけ

ればな らない。 この場合、水 中給電装置 に設 け られた袋体 2 0 5 の内部 に通

信 アンテナを設 け、通信 アンテナを介 して水質データを外部 に取 り出 しても

よい。

[01 79] つ ま り、通信ケーブル を介 して水 中給電装置 を地上の水質データ管理装置等

に有線接続 し、水 中航走体が電力伝送時 （バ ッテ リ2 1 4 の充電時）に通信

アンテナを介 して水質データを水 中給電装置へ無線送信 し、水 中給電装置が



通信 アンテナを介 して水 中航走体か ら受信 した水質データを水質データ管理

装置等へ有線送信 してもよい。 また、袋体 2 0 5 内に供給する流体は、 ガ ス

体以外に液体でもよい。特 に磁界共鳴方式の場合、 この液体は袋体 2 0 5 を

傷めない性質のものであればイオ ン性のある液体 （例 えば塩水）でもよ く、

蒸留水やアル コール等でもよい。特 にガス と液体の比重が異なるので、 ガス

と液体 とを併用することで、給電装置の重量のバ ラ ンス を調節することがで

きる。

[01 80] 上記の各実施形態で説明 した技術 に加 え、以下の第 8 及び第 9 実施形態で

説明する技術 を適用 し、短期間に多 くの電力を送電可能 とすることによ り、

非接触給電システ厶における、給電コイル と受電コィル間の伝送効率 をさ ら

に向上 させ ることも可能である。

(第 8 実施形態）

図 1 4 は、本発明の第 8 実施形態 による非接触給電シ ス テ ム 3 0 1 の要部構

成 を示すプロック図である。図 1 4 に示す通 り、非接触給電シ ス テ ム 3 0 1

は、地面側 に設置 される給電装置 3 1 0 、上記第 1 〜第 5 実施形態 における

第 2 袋体 に該当するバ ル 一 ン 3 2 0 、給電用ガ ス給排気装置 3 3 0 及び磁性

体ユニ ッ ト3 4 0 と、車両 M (移動体）側 に搭載 される受電装置 3 5 0 を備

えてお り、給電装置 3 1 0 か ら受電装置 3 5 0 に対 して非接触で給電を行 う

[01 8 1 ] 給 電装置 3 1 0 は、電源 3 1 1 、整流回路 3 1 2 、給電回路 3 1 3 、給電用

制御部 3 1 4 及び給電 コイル 3 1 5 を備 えてお り、受電装置 3 5 0 に対する

非接触給電に適 した電力を生成するとともに、受電装置 3 5 0 に対する非接

触給電を行 う上で必要 となる各種制御 を行 う。なお、本実施形態では、給電

装置 3 1 0 が地上 に設置 されているもの と して説明するが、給電装置 3 1 0

は、地下に設置 されていても良 く、車両 M の上方 （例 えば、天井）に設置 さ

れても良い。

[01 82] 電源 3 1 1 の出力端 は整流回路 3 1 2 の入力端 に接続 されてお り、電源 3 1

は、受電装置 3 5 0 への給電に必要 となる交流電力を整流回路 3 1 2 に供



給する。 この電源 3 1 1 は、例 えば 2 0 0 V 又 は 4 0 0 V 等の三相交流電力

、或いは 1 0 O V の単相交流電力を供給する系統電源である。

整流回路 3 1 2 の入力端 は電源 3 1 1 に接続 されるとともに出力端 は給電回

路 1 3 に接続 されてお り、整流回路 3 1 2 は、電源 3 1 1 か ら供給 される交

流電力を整流 して直流電力に変換 し、変換 した直流電力を給電回路 3 1 3 に

出力する。

[01 83] 給 電回路 3 1 3 の入力端 は整流回路 3 1 2 に接続 されるとともに出力端 は給

電コイル 3 1 5 の両端 に接続 されてお り、給電回路 3 1 3 は、整流回路 3 1

2 か らの直流電力を交流電力に変換 し、変換 した交流電力を給電コイル 3 1

5 に出力する。具体的に、給電回路 3 1 3 は、給電コイル 3 1 5 とともに給

電側共振回路 を構成する共振用 コンデ ンサを備 えてお り、給電用制御部 3 1

4 の制御の下で、整流回路 3 1 2 か らの直流電力を電源 3 1 1 の交流電力よ

りも周波数が高い交流電力 （高周波電力）に変換 して給電コイル 3 1 5 に出

力する。

給電用制御部 3 1 4 は、給電回路 3 1 3 を制御 して受電装置 3 5 0 に供給す

べ き電力を生成 させ る。 この給電用制御部 3 1 4 は、 C P U (中央処理装置

) や メモ リ等 を備 えてお り、予め用意 された制御 プログラムに基づいて上記

の各種制御 を行 う。 また、給電用制御部 3 1 4 は、給電用ガス給排気装置 3

3 0 を制御 してバルーン 3 2 0 を膨張 させあるいは収縮 させ る。 さ らに給電

用制御部 3 1 4 は、磁性体ュニ ッ 卜3 4 0 の制御 も行 う。

[01 84] 給 電 コイル 3 1 5 は、予め規定されたコイル形状寸法 を有するヘ リカル コィ

ルか らなる。なお、給電コイル 3 1 5 は、 この給電コイル 3 1 5 をモール ド

するプラスチ ック等の非磁性材料 によって形成 されるカバ一 と一体的に設 け

られていても良い。 この給電コイル 3 1 5 は、給電回路 3 1 3 か ら供給 され

る高周波電力に応 じた磁界 を発生することによって受電装置 3 5 0 に対 して

非接触で給電を行 う。なお、本実施形態 において給電コイル 3 1 5 は、巻軸

方向が水平方向を向いた、 いわゆるソ レノィ ドタイプのコイル とされている



[01 85] バリレーン 3 2 0 は、給電コイル 3 1 5 を覆 うように して地面側 に固定されて

お り、給電用ガス給排気装置 3 3 0 か ら内部 にガスが供給 されることによつ

て膨張 し （膨 らみ）、供給 されたガスが同 じく給電用ガス給排気装置 3 3 0

に吸引されることによって収縮する （萎む）。

このバ ル ー ン 3 2 0 は、例 えば伸縮性 を有するゴム材料等で形成 されている

。なお、バ ル ー ン 3 2 0 は、給電 コイル 3 1 5 と受電 コイル 3 5 1 とを繋 ぐ

磁路 を除けば、 アル ミニウム粉や銅粉 を合成 したゴムを用いて形成 しても良

し、。 これによつて、漏洩電磁界 を低減することがで きる。

[01 86] 給 電用ガス給排気装置 3 3 0 は、給電用制御部 3 1 4 の制御の下で、バル一

ン 3 2 0 に対するガスの給排気を行 う。 この給電用ガス給排気装置 3 3 0 は

、図 1 4 に示す通 り、給排気管 を介 してバ ル ー ン 3 2 0 と接続 されてお り、

給排気管 を介 してバル一ン 3 2 0 に対するガスの給排気を行 う。

[01 87] 図 1 5 八及び 1 5 B は、磁性体ュニ ッ 卜3 4 0 を含む拡大模式図であ り、図

1 5 A が斜視図であ り、図 1 5 B が側面図である。磁性体ュニ ッ 卜3 4 0 は

、地面側 に設置 されてお り、図 1 5 六及び 1 5 B に示すように、磁性体収容

部 3 4 1 (磁性体収容用袋体） と、磁性体供給装置 3 4 2 と、回収バル ブ 3

4 3 (回収手段） とを有 している。

[01 88] 磁性体収容部 3 4 1 は、磁性体供給装置 3 4 2 か ら給排気が行われることに

よ り、バ ル ー ン 3 2 0 と同様 に、膨張あるいは収縮する部材であ り、磁性体

供給装置 3 4 と接続 されている。 この磁性体収容部 3 4 1 は、膨張 した と

きに、給電コイル 3 1 5 の両側であ って、給電コイル 3 1 5 と受電コイル 3

5 1 との間に形成 される磁路の途中に配置 されるように設 け られている。 ま

た、磁性体収容部 3 4 1 は、収縮 された ときには、図 1 4 に示すように、バ

ル 一 ン 3 2 0 の収縮 を邪魔 しないように配置 されている。 これ らの磁性体収

容部 3 4 1 は、膨張 された ときに、磁性体供給装置 3 4 2 か ら供給 される粉

末状の磁性体 X を収容可能 とされている。なお、磁性体収容部 3 4 1 には、

不図示のフィルタを有する排気路が接続 されてお り、膨張 した場合であ つて

も磁性体 X を供給可能 に構成 されている。



[01 89] 磁性体供給装置 3 4 2 は、磁性体収容部 3 4 1 と接続 されてお り、給電用制

御部 3 1 4 の制御の下、磁性体収容部 3 4 1 に粉末状の磁性体 X とガスを供

給する。 これによつて、磁性体収容部 3 4 1 が膨張すると共 に磁性体収容部

3 4 1 に磁性体 X が供給 される。 また、磁性体収容部 3 4 1 は、給電用制御

部 3 1 4 の制御の下、磁性体収容部 3 4 1 に供給する磁性体 X の量 を調整す

る。 さ らに、磁性体収容部 3 4 1 は、磁性体収容部 3 4 1 に供給 されたガス

を吸引することによって磁性体収容部 3 4 1 を収縮 させ る。

[01 90] 回収バル ブ 3 4 3 は、各磁性体収容部 3 4 1 の下方 に設置 されてお り、開放

することによ り、磁性体収容部 3 4 1 に収容 された磁性体 X を落下させて磁

性体供給装置 3 4 に回収する。

[01 9 1 ] この磁性体ュニ ッ 卜3 4 0 では、磁性体収容部 3 4 1 に磁性体 X が収容 され

た状態で、給電コイル 3 1 5 と受電コイル 3 5 1 との間に磁路が形成 される

と、図 1 6 に示すように、磁性体収容部 3 4 1 が磁路の途中に配置 される。

これによつて、磁性体収容部 3 4 1 に収容 された磁性体 X が磁化 し、空気よ

りも透磁率の低 い領域 を生み出す。 この結果、給電コイル 3 1 5 と受電コィ

ル 3 5 1 との間の磁気抵抗が低下する。

[01 92] 車両 M は、運転者 によって運転 されて道路上 を走行する自動車であ り、例 え

ば動力発生源 と して走行モータを備 える電気 自動車やハイプ リッ ド自動車で

ある。 この車両 M は、図 1 4 に示す通 り、受電装置 3 5 0 を備 えている。な

お、図 1 4 では省略 しているが、車両 M は、エンジン、上記走行モータ、操

作ハ ン ドル、及び ブ レーキ等の走行 に必要な構成 を備 えている。

[01 93] 受電装置 3 5 0 は、受電コイル 3 5 1 、受電回路 3 5 2 、充電回路 3 5 3 、

バ ッテ リ3 5 4 、及び受電用制御部 3 5 5 を備 える。受電コイル 3 5 1 は、

上述 した給電コイル 3 1 5 とほぼ同 じコイル径 を有するヘ リカル コイルか ら

なる。なお、受電コイル 3 5 1 は、 この受電コイル 3 5 1 をモ一ル ドするプ

ラスチ ック等の非磁性材料 によって形成 されるカバ一 と一体的に設 け られて

いても良い。 この受電コイル 3 5 1 は、給電コイル 3 1 5 と対向可能なよう

にコイル軸が上下方向 （垂直方向） となる姿勢で車両 M の底部 に設 け られて



いる。 この受電コイル 3 5 1 は、両端が受電回路 3 5 2 の入力端 に接続 され

てお り、給電コイル 3 1 5 の磁界が作用すると起電力を発生 し、発生 した起

電力を受電回路 3 5 2 に出力する。なお、本実施形態 において受電コイル 3

5 1 は、巻軸方向が水平方向を向いた、 いわゆるソ レノィ ドタイプのコイル

とされている。

[01 94] 受電回路 3 5 2 の入力端 は受電コイル 3 5 1 の両端 に接続 されるとともに出

力端 は充電回路 3 5 3 の入力端 に接続 されてお り、受電回路 3 5 2 は、受電

コイル 3 5 1 か ら供給 された交流電力を直流電力に変換 し、変換 した直流電

力を充電回路 3 5 3 に出力する。 この受電回路 3 5 2 は、受電コイル 3 5 1

とともに受電側共振回路 を構成する共振用 コンデ ンサを備 えている。なお、

受電回路 3 5 2 の共振用 コンデ ンサの静電容量は、受電側共振回路の共振周

波数が前述 した給電側共振回路の共振周波数 と同一周波数 になるように設定

されている。

[01 95] 充電回路 3 5 3 の入力端 は受電回路 3 5 2 の出力端 に接続 されるとともに出

力端 はバ ッテ リ 3 5 4 の入力端 に接続 されてお り、充電回路 3 5 3 は、受電

回路 3 5 2 か らの電力 （直流電力）をバ ッテ リ3 5 4 に充電する。バ ッテ リ

3 5 4 は、車両 M に搭載 された再充電が可能な電池 （例 えば、 リチウムィォ

ン電池やニ ッケル水素電池等の二次電池）であ り、図示 しない走行モータ等

に電力を供給する。受電用制御部 3 5 5 は、 C P U や メモ リ等 を備 えてお り

、予め用意 された受電用制御 プログラムに基づいて充電回路 3 5 3 を制御す

る。

[01 96] 本実施形態の非接触給電シ ス テ ム 3 0 1 で は、 非給電時 （例 えば、運転者 に

よる車両 M の通常運転時）に、受電装置 3 5 0 にて、充電回路 3 5 3 を停止

させ る制御が受電用制御部 3 5 5 によって行われる。 また、非給電時 （つま

り、給電対象である車両 M が駐停車位置 に駐停車 していない時）に、給電装

置 3 1 0 では、給電回路 3 1 3 を停止させ る制御が給電用制御部 3 1 4 によ

つて行われる。

[01 97] その後、運転者が車両 M を運転 し、給電コイル 3 1 5 が設置 された場所 まで



車両 M を移動 させて停車 させ ると、給電コイル 3 1 5 の設置位置が受電用制

御部 3 5 5 によって把握 される。なお、給電コイル 3 1 5 の設置位置 を把握

する方法 と しては、例 えば不図示の音波センサ或いは光センサ等の位置セン

ザの出力か ら把握する方法が挙 げ られる。

[01 98] 他方、給電装置 3 1 0 の給電用制御部 3 1 4 においても、車両 M と同 じく不

図示の音波センサ或いは光センサ等の位置センサの出力か ら車両 M の位置が

給電用制御部 3 1 4 によって把握 される。受電コイル 3 5 1 が、給電コイル

3 1 5 の上方 に配置 された ことを検知すると、給電用制御部 3 1 4 によって

、給電用ガス給排気装置 3 3 0 か らバルーン 3 2 0 にガスを供給する制御が

行われる。 これによつて、バルーン 3 2 0 が膨張する。 さ らに、給電用制御

部 3 1 4 によって、磁性体供給装置 3 4 2 か ら磁性体収容部 3 4 1 にガス及

び磁性体 X を供給する制御が行われる。 これによつて、磁性体収容部 3 4 1

が膨張 し、 こ の磁性体収容部 3 4 1 に粉体か らなる磁性体 X が収容 される。

[01 99] 以上の動作が終 了すると、給電装置 3 1 0 の給電回路 3 1 3 が給電用制御部

3 1 4 によって制御 されて給電動作が開始 される。 これによ り、給電コイル

3 1 5 か ら車両 M に設置 された受電コイル 3 5 1 に対 して非接触で電力が供

給 される。非接触での給電が行われると、受電装置 3 5 0 では、受電用制御

部 3 5 5 が、バ ッテ リ3 5 4 の充電状態 を監視 しなが ら充電回路 3 5 3 を制

御することによ リバ ッテ リ3 5 4 の充電を行 う。

[0200] 受電用制御部 3 5 5 は、バ ッテ リ3 5 4 が満充電状態 とな った ことを検知す

ると、充電回路 3 5 3 を停止させ る制御 を行 うとともに、図示 しない表示器

等 （例 えば、運転席 に設 け られたバ ッテ リ3 5 4 の充電状態 を示す表示器）

に対 して、バ ッテ リ3 5 4 が満充電状態 にな った旨を通知する。かかる通知

によ り、運転者 は、バ ッテ リ3 5 4 が満充電状態 とな った ことを認識するこ

とがで きる。

[0201 ] 給電装置 3 1 0 の給電用制御部 3 1 4 は、非接触での給電が行われている間

、給電が終 了 したか否かを判断する。 ここで、給電が終 了 したか否かの判断

は、例 えば車両 Mへの給電量が急激 に低下 したか否かに基づいて行 うことが



可能である。給電が終了していないと判断 した場合には、給電用制御部 3 1

4 は、給電回路 3 1 3 を制御 して非接触での給電を継続させる。これに対 し

、給電が終了したと判断 した場合には、給電用制御部 3 1 4 は、給電回路 3

3 を制御 して給電動作を停止させる。

[0202] 給電動作が停止すると、給電用制御部 3 1 4 は、回収バルブ3 4 3 を開放 し

て磁性体X を回収するとともに磁性体収容部 3 4 1 内に供給されたガスを磁

性体供給装置 3 4 に排気させて磁性体収容部 3 4 1 を収縮させる。また、

給電用制御部 3 1 4 は、バル一ン3 2 0 内に給気されたガスを給電用ガス給

排気装置 3 3 0 に排気させてバルーン 3 2 0 を収縮させる。これによつて、

運転者は車両Mを運転 して、給電コイル 3 1 5 の設置場所から移動すること

が可能になる

[0203] 以上のような本実施形態の非接触給電システム 3 0 1 は、給電コイル 3 1 5

と受電コイル 3 5 1 との間に形成される磁路の途中に配置される磁性体X を

備える。この磁性体X は、磁路の途中に設置されることによって磁化され、

空気よりも透磁率の低い領域を形成する。この領域によって、給電コイル 3

1 5 と受電コイル 3 5 1 との間の磁気抵抗が低下する。 したがって、本実施

形態の非接触給電システム 3 0 1 によれば、システムのインピーダンスを適

切に調整することにより、給電コイル 3 1 5 と受電コイル 3 5 1 との距離が

長いときであっても、多 くの電力を送電可能とすることが可能となる。

[0204] また、本実施形態の非接触給電システム 3 0 1 は、磁性体X が粉体からなり

、バル一ン3 2 0 が膨張されたときに磁路の途中に配置されると共に磁性体

X を収容可能な磁性体収容部 3 4 1 と、磁性体収容部 3 4 1 に磁性体X を供

給する磁性体供給装置 3 4 2 とを備えている。このため、磁性体供給装置 3

4 2 から磁性体収容部 3 4 1への磁性体X の供給量を調整することができ、

給電コイル 3 1 5 と受電コイル 3 5 1 との間の磁気抵抗を最適に調整するこ

とができる。

[0205] また、本実施形態の非接触給電システム 3 0 1 は、回収バルブ3 4 3 を備え

ている。このため、磁性体収容部 3 4 1 に収容された磁性体X を回収あるい



は減少させることが可能となっている。

[0206] また、本実施形態の非接触給電システム 3 0 1 は、磁性体収容部 3 4 1 がバ

ル一ン3 2 0 とともに膨張及び収縮される袋体 （磁性体収容用袋体）となつ

ている。このため、磁性体収容部 3 4 1 がバル一ン3 2 0 の膨張及び収縮を

阻害することを防止できる。

[0207] (第 9 実施形態）

次に、本発明の第 9 実施形態について説明する。なお、本第 9 実施形態の説

明において、上記第 8 実施形態と同様の部分については、その説明を省略あ

るいは簡略化する。

[0208] 図 1 7 A は、本実施形態の非接触給電システムが備える磁性体ユニット3 4

O A を含む拡大模式図である。本実施形態においては、巻軸方向が鉛直方向

を向いた、いわゆるサ一キユラ一タイプのコイルからなる給電コイル 3 1 5

A が設置されている。また、本実施形態において、磁性体ユニット3 4 0 は

、膨張 したときに給電コイル 3 1 5 A を囲うように立設する第 1磁性体収容

部 3 4 4 と、膨張 したときに給電コイル 3 1 5 A の上方に配置される第 2 磁

性体収容部 3 4 5 と、これらの第 1磁性体収容部 3 4 4 と第 2 磁性体収容部

3 4 5 とを接続する接続部 3 4 6 とを備えている。なお、第 1磁性体収容部

3 4 4 と第 2 磁性体収容部 3 4 5 との内部は、接続部 3 4 6 の内部を介 して

連通されている。なお、本実施形態においては、図 1 7 B に示すように、車

両Mに搭載される受電コイル 3 5 1 A も、巻軸方向が鉛直方向を向いた、い

わゆるサ一キユラ一タイプのコイルからなる。

[0209] このような構成を有する本実施形態の非接触給電システムにおいては、図 1

7 B に示すように、給電コイル 3 1 5 A と受電コイル 3 5 1 A との間に形成

される磁路の途中に第 1磁性体収容部 3 4 4 と第 2 磁性体収容部 3 4 5 とが

配置される。これらの第 1磁性体収容部 3 4 4 と第 2 磁性体収容部 3 4 5 に

は、磁性体供給装置 3 4 2 から磁性体X が供給される。このため、本実施形

態の非接触給電システムも、上記第 8 実施形態と同様に、給電コイル 3 1 5

A と受電コイル 3 5 1 A との間の磁気抵抗が低下 し、給電コイル 3 1 5 A と



受電 コ イ ル 3 5 1 A との距離 が長 い ときであ って も、多 くの電力 を送 電可能

とす る ことが可能 とな る。

[021 0] 上 記 第 8 及び第 9 実施形態 において、 さ らに給 電 コイル 3 1 5 側 にもバル 一

ン及び給排 気装置 を設 けて も良 い。 また、 バ ル 一 ン 3 2 0 内 に通信用の ア ン

テナ を設置 して も良 い。 また、膨 張 したバル ー ン 3 2 0 内 に粉末 を供給 し、

その後バル ー ン 3 2 0 内のガス を吸引す る ことで、 ジ ャミング転移現象 によ

つてバ ル ー ン 3 2 0 と受電 コイル 3 5 1 あ るいは受電 コイル 3 5 1 A とを強

固 に固定 して も良 い。

[021 1] また、上記第 8 及び第 9 実施形態 においては、本発 明の移動体 が車両 であ る

構成 について説 明 した。 しか しなが ら、本発 明は これ に限定 され るものでは

な く、本発 明の移動体 が水 中移動体 であ って も良 い。

[021 2] 以 上、 図面 を参照 しなが ら本発 明の好適 な実施形態 について説 明 したが、本

発 明は上記実施形態 に限定 されない ことは言 うまで もない。上述 した実施形

態 において示 した各構成部材 の諸形状 や組 み合 わせ等 は一例 であ って、本発

明の趣 旨か ら逸脱 しない範 囲 において設計要求等 に基 づ き種 々変更可能 であ

る。

産業 上の利用可能性

[021 3 ] 本発 明 によれば、非接触給 電 シ ス テ ム の 高額 化及び大型化 を招 くことな く電

力の長距離伝送 を実現 す る ことが可能 であ る。

また、従来 よ りも効率 良 く非接触給 電す る ことが可能 にな る。

また、給 電 コイル と受電 コイル とを伝送効率 の高 い距離 を空 けて対 向配置 さ

せ る ことがで きる。 また、車高調整機構 を設 けない ことで車両 の低価化及び

構成 の簡潔化 が可能 であ る。 また、 はねた泥や石等 の異物 によ ってハ イ トセ

ンサが汚損 あ るいは破損 す る こともない。

また、非接触給 電システムのイ ン ピーダ ンス を適切 に調整 す る ことによ り、

給 電 コイル と受電 コイル との距離 が長 い ときであ って も、多 くの電力 を送 電

可能 とす る ことが可能 とな る。

符号 の説 明



1 非接触給電シ ス テ ム

2 0 1 0 4 ， 2 0 4 , 3 1 5 給電 コイリ

3 0 a 内側バ ル ー ン （第 1 袋体）

3 0 b 外側バ ル ー ン （第 2 袋体）

4 0 給電用ガ ス給排気装置

5 0 1 1 1 ， 2 1 1 , 3 5 1 受電 コイリ

6 0 補助バ ル ー ン

7 0 収容機構

1 0 5 第 1 袋体

1 0 6 中継 コイル

1 0 7 第 2 袋体

1 0 8 ， 2 0 7 ガ ス給排気機構

1 2 1 第 3 袋体

2 0 5 袋体 （第 1 袋体）

2 0 6 スぺ 一 サ

2 0 6 a スぺ 一 サ の上面

2 0 9 移動規制部

3 2 0 バ ル ー ン （第 2 袋体）

3 4 1 磁性体収容部 （磁性体収容用袋体 )

3 4 2 磁性体供給装置

3 4 3 回収バル ブ （回収手段）

C 凹部

車両 （受電装置，移動体 )

地上給電装置

磁性体



請求の範囲

[ 請求項 1] 地上 に配置 された給電コイル を備 え、前記給電コイルか ら前記給電

コイルの上方 に配置 される受電コイル に非接触で電力の供給 を行 う非

接触給電システムにおいて、

前記給電コィルが搭載 され、膨張又は収縮することによつて前記給

電コイルの上下方向の位置 を調整可能な第 1 袋体 と、

前記給電コイル及び前記第 1 袋体の双方 を覆 うように設 け られ、膨

張することによって前記給電コイル と前記受電コイル との間の空間を

占拠する第 2 袋体 と

を備 える非接触給電システム。

[ 請求項 2 ] 前記第 1 袋体 に対するガスの給気、前記第 2 袋体 に対するガスの給

気、前記第 1 袋体か らのガスの排気、及び前記第 2 袋体か らのガスの

排気を個別 に行 うことが可能な給排気装置 を備 える請求項 1 に記載の

非接触給電システム。

[ 請求項 3 ] 前記給排気装置は、前記第 1 袋体 に給気するガスの量及び前記第 1

袋体か ら排気するガスの量 を微調整することによ り、前記給電コイル

の上下方向の位置 を微調整する請求項 2 に記載の非接触給電システム

前記給排気装置は、前記第 1 袋体 を膨張 させ る場合 には、前記第 2

袋体 に対するガスの給気の開始以後 に前記第 1 袋体 に対するガスの給

気を開始 し、前記第 1 袋体 を収縮 させ る場合 には、前記第 1 袋体か ら

のガスの排気の開始以後 に前記第 2 袋体か らのガスの排気を開始する

請求項 2 に記載の非接触給電システム。

前記第 1 袋体の周囲に当接 し、膨張又は収縮することによって前記

給電コイルの水平面内の位置 を調整可能な補助袋体 を備 える請求項 1

に記載の非接触給電システム。

前記第 1 袋体が収縮 している場合 には前記補助袋体 を地 中に収容 し

、前記第 1 袋体が膨張する場合 には地 中に収容 している前記補助袋体



を地上 に出現 させ る収容機構 を備 える請求項 5 に記載の非接触給電シ

ステ厶。

[ 請求項7] 給電 コイル を有する給電装置 と、受電コイル を有する受電装置 と、前

記給電コイル と前記受電コイル との間に位置する中継 コイル とを具備

し、前記中継 コィル を介 して前記給電コィルか ら前記受電コィル に非

接触給電を行 う非接触給電システ厶において、

前記中継 コィル を支持 し、膨張あるいは収縮することによつて前記中

継 コイル を前記給電コイル と前記受電コイル との間で移動 させ る第 1

袋体 と、

前記第 1 袋体 にガスを供給するガス供給手段 とを備 える非接触給電シ

ステ厶。

[ 請求項 8 ] 前記給電コイル と前記受電コィル との間で膨張あるいは収縮する第 2

袋体 を具備 し、

前記ガス供給手段は、前記第 2 袋体 にガスを供給する請求項 7 に記載

の非接触給電システム。

[ 請求項 9 ] 膨張あるいは収縮することによつて前記中継 コィル を前記給電コィル

と前記受電コイル とを結ぶ方向 と直交する方向に移動 させ る第 3 袋体

を具備 し、

前記ガス供給手段は、前記第 3 袋体 にガスを供給することを特徴 とす

る請求項 7 に記載の非接触給電システム。

[ 請求項 10 ] 前記第 1 袋体の内部 は、前記給電コイル と前記受電コイル とを結ぶ方

向か ら見て分割 されてお り、

前記ガス供給手段は、前記第 1 袋体の各分割領域 に対 して個別 にガ

スを供給することを特徴 とする請求項 7 に記載の非接触給電システム

[ 請求項 11] 給電コイル を有する給電装置 と、受電コイル を有する受電装置 とを具

備 し、前記給電コイルか ら前記受電コイル に非接触給電を行 う非接触

給電システムにおいて、



前記給電コィル を支持 し、膨張することによつて前記給電コィル を前

記受電コイル に向けて移動 させ る第 1 袋体 と、

前記給電コィル に支持 され、前記受電装置 に当接 して前記給電コィル

と前記受電コイル とを距離 を空 けて対向配置 させ るスぺ一ザ と、

前記第 1 袋体 にガスを供給するガス供給手段 とを備 える非接触給電シ

ス テ 厶。

前記スぺ一ザが、前記受電装置の受電コイル に当接する請求項 1 1 に

記載の非接触給電シ ス テ ム。

前記受電装置が車両であると共 に底面 に前記受電コイルが設 け られ、

前記スぺーザが、平 らな上面 を有する請求項 1 1 に記載の非接触給電

シ ス テ ム。

前記車両が停車 し得 る場所の地上側 に設 け られた凹部 内に、前記給電

コイル及び前記第 1 袋体が設 け られている請求項 1 3 に記載の非接触

給電シ ス テ ム。

前記凹部 内に設 け られ、前記給電コイルの移動 を規制する移動規制部

をさ らに備 える請求項 1 4 に記載の非接触給電シ ス テ ム。

前記スぺ一ザが、前記給電コイル に対 して着脱可能である請求項 1 1

に記載の非接触給電シ ス テ ム。

地上 に配置 された給電コイル と、移動体 に搭載 されると共 に前記給電

コィルか ら非接触で電力が供給 される受電コイル とを備 える非接触給

電システムにおいて、

前記地上側あるいは移動体側 に設 け られると共 に給電時に前記給電コ

ィル と前記受電コイル との間で膨張 される第 2 袋体 と、

膨張 された前記第 2 袋体の内部 にて、前記給電コィル と前記受電コィ

ル との間に形成 される磁路の途中に配置 される磁性体 と

を備 える非接触給電シ ス テ ム。

前記磁性体が粉体か らな り、

前記第 2 袋体が膨張 された ときに前記磁路の途中に配置 されると共 に



前記磁性体 を収容可能な磁性体収容部 と、

前記磁性体収容部 に前記磁性体 を供給する磁性体供給装置 と

を備 える請求項 1 7 記載の非接触給電システム。

[ 請求項 19 ] 前記磁性体収容部 に収容 された磁性体 を前記磁性体供給装置 に回収す

る回収手段 を備 える請求項 1 8 記載の非接触給電シ ス テ ム。

[ 請求項 20] 前記磁性体収容部 は、前記第 2 袋体 とともに膨張及び収縮 される、磁

性体収容用袋体か らなる請求項 1 8 に記載の非接触給電システム。
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